
第３４回香川県新型コロナウイルス対策本部会議 

次      第 

 
 

日 時：令和３年１月８日（金）１４時～ 

場 所：県庁１２階大会議室 

 

 

議題 

 

１．本県の現状について 

 

 

２．国の緊急事態宣言について 

 

 

３．今後における本県の対応について 

 

 

４．その他 

 



指 標 １月７日現在
（参考）国分科会提言（R2.8.7）
における指標及び目安

ステージⅢ ステージⅣ

①直近１週間の累積新規感染者数
（対人口１０万人）

10万人当たり１０．１人
＜直近１週間(1.1～1.7) ９７人、うち病院・施設の
クラスター関連を除くと４８人（５．０人）＞

１週間１０万人当たり
１５人以上

１週間１０万人当たり
２５人以上

②感染経路不明者数の割合 １７．５％
＜①の９７人のうち感染経路不明は１７人＞ ５０％以上

③直近１週間と先週１週間の比較 ２．４
＜先週１週間(12.25～12.31)  ４１人＞ １を超える

④病床のひっ迫具合 （病床全体） ２１．１％
＜入院患者４２人／病床１９９床＞

２０％以上 ５０％以上

〃 （うち重症者用病床） ３．８％
＜重症患者１人／病床２６床＞

２０％以上 ５０％以上

⑤療養者数（対人口１０万人） 10万人当たり１５．３人
＜１４６人［入院４２、宿泊療養等１０４］＞

１０万人当たり
１５人以上

１０万人当たり
２５人以上

⑥直近１週間のＰＣＲ陽性率 ２．８％
＜陽性９７／検査数３４４２＞ １０％以上

香川県の現状
直近１週間の

累積新規感染者数
先週１週間の
累積新規感染者数

１月
累積新規感染者数

(１月７日現在)

１２月
累積新規感染者数

９７人 ４１人 ９７人 １５８人

資料１



新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言 

 

 

 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）第 32 条

第１項の規定に基づき、下記のとおり、新型コロナウイルス感染症（同法附

則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症をいう。以下同

じ。)に関する緊急事態が発生した旨を宣言した。 

 

記 

 

 

１．緊急事態措置を実施すべき期間 

令和３年１月８日から２月７日までとする。ただし、緊急事態措置を実

施する必要がなくなったと認められるときは、新型インフルエンザ等対

策特別措置法第 32条第５項の規定に基づき、速やかに緊急事態を解除す

ることとする。 

２．緊急事態措置を実施すべき区域 

埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の区域とする。 

３．緊急事態の概要 

  新型コロナウイルス感染症については、 

・肺炎の発生頻度が季節性インフルエンザにかかった場合に比して相

当程度高いと認められること、かつ、 

・感染経路が特定できない症例が多数に上り、かつ、急速な増加が確認

されており、医療提供体制もひっ迫してきていることから、 

国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそれがあり、かつ、

全国的かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及

ぼすおそれがある事態が発生したと認められる。 

資料２



 

１ 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 
 

令和２年３月 28日（令和３年１月７日変更） 
新型コロナウイルス感染症対策本部決定 

 

 
政府は、新型コロナウイルス感染症への対策は危機管理上重大な課題であると

の認識の下、国民の生命を守るため、これまで水際での対策、まん延防止、医
療の提供等について総力を挙げて講じてきた。国内において、感染経路の不明
な患者の増加している地域が散発的に発生し、一部の地域で感染拡大が見ら
れてきたため、令和２年３月 26日、新型インフルエンザ等対策特別措置法
（平成 24 年法律第 31 号。以下「法」という。）附則第１条の２第１項及
び第２項の規定により読み替えて適用する法第 14 条に基づき、新型コロ
ナウイルス感染症のまん延のおそれが高いことが、厚生労働大臣から内閣
総理大臣に報告され、同日に、法第 15 条第１項に基づく政府対策本部が
設置された。 
国民の生命を守るためには、感染者数を抑えること及び医療提供体制や社会

機能を維持することが重要である。 
その上で、まずは、後述する「三つの密」を徹底的に避ける、「人と人と

の距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗いなどの手指衛生」等の基本的な
感染対策を行うことをより一層推進し、さらに、積極的疫学調査等により
クラスター（患者間の関連が認められた集団。以下「クラスター」という。）の
発生を抑えることが、いわゆるオーバーシュートと呼ばれる爆発的な感染
拡大（以下「オーバーシュート」という。）の発生を防止し、感染者、重症
者及び死亡者の発生を最小限に食い止めるためには重要である。 
また、必要に応じ、外出自粛の要請等の接触機会の低減を組み合わせて

実施することにより、感染拡大の速度を可能な限り抑制することが、上記の
封じ込めを図るためにも、また、医療提供体制を崩壊させないためにも、重
要である。 
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 あわせて、今後、国内で感染者数が急増した場合に備え、重症者等への対
応を中心とした医療提供体制等の必要な体制を整えるよう準備することも
必要である。 
既に国内で感染が見られる新型コロナウイルス感染症に関しては、 
・ 肺炎の発生頻度が、季節性インフルエンザにかかった場合に比して
相当程度高く、国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそ
れがあること 

・  感染経路が特定できない症例が多数に上り、かつ、急速な増加が確
認されており、医療提供体制もひっ迫してきていることから、全国的
かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼ
すおそれがある状況であること 

が、総合的に判断されている。 
このようなことを踏まえて、令和 2年４月７日に、新型コロナウイルス

感染症対策本部長（以下「政府対策本部長」という。）は法第 32条第 1項
に基づき、緊急事態宣言を行った。緊急事態措置を実施すべき期間は令和
２年４月７日から令和２年５月６日までの 29 日間であり、緊急事態措置
を実施すべき区域は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県
及び福岡県とした。 
以後、4月 16日に、各都道府県における感染状況等を踏まえ、全都道府

県について緊急事態措置を実施すべき区域とし、5 月 4 日には、全都道府
県において緊急事態措置を実施すべき期間を令和 2 年 5 月 31 日まで延長
することとした。その後、各都道府県における感染状況等を踏まえ、段階
的に緊急事態措置を実施すべき区域を縮小していった。 

5月 25日に、感染状況等を分析し、総合的に判断した結果、全ての都道
府県が緊急事態措置を実施すべき区域に該当しないこととなったため、政
府対策本部長は、法第 32条第 5項に基づき、緊急事態解除宣言を行った。 
その後、新規報告数は、10 月末以降増加傾向となり、11 月以降その傾

向が強まっていった。12月には首都圏を中心に新規報告数は過去最多の状
況が継続し、医療提供体制がひっ迫している地域が見受けられた。 
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こうした感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況に
鑑み、令和３年１月７日、政府対策本部長は、法第 32条第 1項に基づき、
緊急事態宣言を行った。緊急事態措置を実施すべき期間は令和３年１月８
日から令和３年２月７日までの 31 日間であり、緊急事態措置を実施すべ
き区域は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県である。 
本指針は、国民の生命を守るため、新型コロナウイルス感染症をめぐる

状況を的確に把握し、政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、事業者
を含む国民が一丸となって、新型コロナウイルス感染症対策をさらに進めていく
ため、今後講じるべき対策を現時点で整理し、対策を実施するに当たって準
拠となるべき統一的指針を示すものである。 
 
一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実 
 我が国においては、令和２年１月 15日に最初の感染者が確認された後、
令和３年１月５日までに、合計 250,343 人の感染者、3,718 人の死亡者が
確認されている。 
令和２年４月から５月にかけての緊急事態宣言下において、東京都、大

阪府、北海道、茨城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、石川県、岐阜県、愛
知県、京都府、兵庫県及び福岡県の 13都道府県については、特に重点的に
感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必要があったことから、本対処
方針において特定都道府県（緊急事態宣言の対象区域に属する都道府県）
の中でも「特定警戒都道府県」と位置付けて対策を促してきた。 
また、これら特定警戒都道府県以外の県についても、都市部からの人の

移動等によりクラスターが都市部以外の地域でも発生し、感染拡大の傾向
が見られ、そのような地域においては、医療提供体制が十分に整っていな
い場合も多いことや、全都道府県が足並みをそろえた取組が行われる必要
があったことなどから、全ての都道府県について緊急事態措置を実施すべ
き区域として感染拡大の防止に向けた対策を促してきた。 
その後、5 月 1 日及び 4日の新型コロナウイルス感染症対策専門家会議

（以下「専門家会議」という。）の見解を踏まえ、引き続き、それまでの枠
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組みを維持し、全ての都道府県について緊急事態措置を実施すべき区域（特
定警戒都道府県は前記の 13都道府県とする。）として感染拡大の防止に向
けた取組を進めてきた。 
その結果、全国的に新規報告数の減少が見られ、また、新型コロナウイ

ルス感染症に係る重症者数も減少傾向にあることが確認され、さらに、病
床等の確保も進み、医療提供体制のひっ迫の状況も改善されてきた。 
５月 14日には、その時点における感染状況等の分析・評価を行い、総合

的に判断したところ、北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、京都
府、大阪府及び兵庫県の８都道府県については、引き続き特定警戒都道府
県として、特に重点的に感染拡大の防止に向けた取組を進めていくことと
なった。 
また、5月 21日には、同様に、分析・評価を行い、総合的に判断したと

ころ、北海道、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の 5都道県について
は、引き続き特定警戒都道府県として、特に重点的に感染拡大の防止に向
けた取組を進めていく必要があった。 
その後、5 月 25 日に改めて感染状況の変化等について分析・評価を行

い、総合的に判断したところ、全ての都道府県が緊急事態措置を実施すべ
き区域に該当しないこととなったため、同日、緊急事態解除宣言が発出さ
れた。 
 
緊急事態宣言解除後、主として７月から８月にかけて、特に大都市部の

歓楽街における接待を伴う飲食店を中心に感染が広がり、その後、周辺地
域、地方や家庭・職場などに伝播し、全国的な感染拡大につながっていっ
た。 
この感染拡大については、政府及び都道府県、保健所設置市、特別区（以

下「都道府県等」という。）が連携し、大都市の歓楽街の接待を伴う飲食店
等、エリア・業種等の対象を絞った上で、重点的な PCR検査の実施や営業
時間短縮要請など、メリハリの効いた対策を講じることにより、新規報告
数は減少に転じた。 
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また、8月７日の新型コロナウイルス感染症対策分科会（以下「分科会」という。）
においては、今後想定される感染状況に応じたステージの分類を行うととも
に、ステージを判断するための指標（「６つの指標」。以下「ステージ判断の
指標」という。）及び各ステージにおいて講じるべき施策が提言された。 
この提言を踏まえ、今後、緊急事態宣言（緊急事態措置を実施すべき区域

を含む）の発出及び解除の判断に当たっては、以下を基本として判断するこ
ととする。その際、「ステージ判断の指標」は、提言において、あくまで目安
であり、これらの指標をもって機械的に判断するのではなく、政府や都道府
県はこれらの指標を総合的に判断すべきとされていることに留意する。 
（緊急事態宣言発出の考え方） 
 国内での感染拡大及び医療提供体制・公衆衛生体制のひっ迫の状況（特に、
分科会提言におけるステージⅣ相当の対策が必要な地域の状況等）を踏まえ
て、全国的かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及
ぼすおそれがあるか否かについて、政府対策本部長が基本的対処方針等諮問
委員会の意見を十分踏まえた上で総合的に判断する。 
（緊急事態宣言解除の考え方） 
国内での感染及び医療提供体制・公衆衛生体制のひっ迫の状況（特に、緊

急事態措置を実施すべき区域が、分科会提言におけるステージⅢ相当の対策
が必要な地域になっているか等）を踏まえて、政府対策本部長が基本的対処
方針等諮問委員会の意見を十分踏まえた上で総合的に判断する。 
なお、緊急事態宣言の解除後の対策の緩和については段階的に行い、必要

な対策はステージⅡ相当以下に下がるまで続ける。 
 

8 月 28 日には政府対策本部が開催され、「新型コロナウイルス感染症に
関する今後の取組」がとりまとめられ、重症化するリスクが高い高齢者や
基礎疾患がある者への感染防止を徹底するとともに、医療資源を重症者に
重点化すること、また、季節性インフルエンザの流行期に備え、検査体制、
医療提供体制を確保・拡充することとなった。 
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夏以降、減少に転じた新規報告数は、10月末以降増加傾向となり、11月
以降その傾向が強まっていったことから、クラスター発生時の大規模・集
中的な検査の実施による感染の封じ込めや感染拡大時の保健所支援の広域
調整等、政府と都道府県等が密接に連携しながら、対策を講じていった。
また、10月23日の分科会においては、「感染リスクが高まる「５つの場面」」を回
避することや、「感染リスクを下げながら会食を楽しむ工夫」を周知することなどの
提言がなされた。12月には首都圏を中心に新規報告数は過去最多の状況が継
続し、医療提供体制がひっ迫している地域が見受けられた。 
こうした感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況に

鑑み、令和３年１月７日、政府対策本部長は、法第 32条第 1項に基づき、
緊急事態措置を実施すべき期間を令和３年１月８日から令和３年２月７日
までの 31日間とし、区域を東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県とする緊急
事態宣言を行った。 

 
 新型コロナウイルス感染症については、以下のような特徴がある。 
 ・ 新型コロナウイルス感染症と診断された人のうち、重症化する人の

割合や死亡する人の割合は年齢によって異なり、高齢者は高く、若者
は低い傾向にある。令和２年 6月から 8月に診断された人における重
症化する割合や死亡する割合は 1月から 4月までと比べて低下してい
る。重症化する人の割合は約 1.6%（50 歳代以下で 0.3%、60 歳代以
上で 8.5%）、死亡する人の割合は、約 1.0%（50 歳代以下で 0.06%、
60歳代以上で 5.7%）となっている。 

・ 重症化しやすいのは、高齢者と基礎疾患のある人で、重症化のリス
クとなる基礎疾患には、慢性閉塞性肺疾患、慢性腎臓病、糖尿病、高
血圧、心血管疾患、肥満がある。 

・ 新型コロナウイルスに感染した人が他の人に感染させる可能性があ
る期間は、発症の 2 日前から発症後７日から 10 日間程度とされてい
る。また、この期間のうち、発症の直前・直後で特にウイルス排出量
が高くなると考えられている。 
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新型コロナウイルス感染症と診断された人のうち、他の人に感染さ
せているのは２割以下で、多くの人は他の人に感染させていないと考
えられている。 

・ 新型コロナウイルス感染症は、主に飛沫感染や接触感染によって感
染し、①密閉空間（換気の悪い密閉空間である）、②密集場所（多くの
人が密集している）、③密接場面（互いに手を伸ばしたら手が届く距離
での会話や発声が行われる）という３つの条件（以下「三つの密」と
いう。）の環境で感染リスクが高まる。このほか、飲酒を伴う懇親会等、
大人数や長時間に及ぶ飲食、マスクなしでの会話、狭い空間での共同
生活、居場所の切り替わりといった場面でも感染が起きやすく、注意
が必要である。 

・ 新型コロナウイルス感染症を診断するための検査には、PCR 検査、
抗原定量検査、抗原定性検査等がある。新たな検査手法の開発により、
検査の種類や症状に応じて、鼻咽頭ぬぐい液だけでなく、唾液や鼻腔
ぬぐい液を使うことも可能になっている。なお、抗体検査は、過去に
新型コロナウイルス感染症にかかったことがあるかを調べるもので
あるため、検査を受ける時点で感染しているかを調べる目的に使うこ
とはできない。 

・ 新型コロナウイルス感染症の治療は、軽症の場合は経過観察のみで
自然に軽快することが多く、必要な場合に解熱薬などの対症療法を行
う。呼吸不全を伴う場合には、酸素投与やステロイド薬（炎症を抑え
る薬）・抗ウイルス薬の投与を行い、改善しない場合には人工呼吸器や
体外式膜型人工肺（Extracorporeal membrane oxygenation：ＥＣＭ
Ｏ）等による集中治療を行うことがある。 

・英国、南アフリカ等の世界各地で変異株が確認されている。国立感染症研究所
によると、英国で確認された変異株(VOC-202012/01)については、英国の解
析では今までの流行株よりも感染性が高いこと（実効再生産数を0.4以上増加
させ、伝播のしやすさを最大 70%程度増加すると推定）が示唆されること、
現時点では、重篤な症状との関連性やワクチンの有効性への影響は調査中で
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あることなど、また、南アフリカで確認された変異株(501Y.V2)については、
感染性が増加している可能性が⽰唆されているが、精査が必要であること、現
時点では、重篤な症状との関連性やワクチンの有効性への影響を⽰唆する証
拠はないこと等の見解がまとめられている。 

  国立感染症研究所によると、変異株であっても、個人の基本的な感染予防策
としては、従来と同様に、「三つの密」の回避、マスクの着用、手洗い等が推
奨されている。 

・ 日本国内におけるウイルスの遺伝子的な特徴を調べた研究によると、令和２
年１月から２月にかけて、中国武漢から日本国内に侵入した新型コロナウイ
ルスは３月末から４月中旬に封じ込められた一方で、その後、欧米経由で侵入
した新型コロナウイルスが日本国内に拡散したものと考えられている。7 月、
8月の感染拡大は、検体全てが欧州系統から派生した２系統に集約されたもの
と考えられる。現時点では、国内感染は国内で広がったものが主流と考えられ
る 。 

・ また、ワクチンについては、令和３年前半までに全国民に提供できる
数量の確保を目指すこととしており、これまでモデルナ社、アストラゼ
ネカ社及びファイザー社のワクチンの供給を受けることについて契約
締結等に至っている。ワクチンの接種を円滑に実施するため、令和２年
９月時点で得られた知見、分科会での議論経過等を踏まえ、内閣官房及
び厚生労働省は「新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種につ
いて（中間とりまとめ）」を策定したが、その後、予防接種法（昭和 23
年法律第 68 号）の改正や接種順位の検討等、接種に向け必要な準備を
進めている。現時点では国内で承認されたワクチンは存在しないものの
ファイザー社のワクチンについて 12 月中旬に薬事承認申請がなされて
おり、現在、安全性・有効性を最優先に、迅速審査を行っているところ
であり、承認後にはできるだけ速やかに接種できるよう接種体制の整備
を進めている。 

・ 新型コロナウイルス感染症による日本での経済的な影響を調べた研究
では、クレジットカードの支出額によれば、人との接触が多い業態や在
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宅勤務（テレワーク）の実施が困難な業態は、３月以降、売り上げがよ
り大きく減少しており、影響を受けやすい業態であったことが示されて
いる。また、令和２年４～６月期の国内総生産（GDP）は実質で前期比
7.9％減、年率換算で 28.1％減を記録した。 

 
二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な方針 
 ① これまでの感染拡大期の経験や国内外の様々な研究等の知見を踏ま

え、より効果的な感染防止策等を講じていく。 
② 緊急事態措置を実施すべき区域においては、社会経済活動を幅広く止
めるのではなく、感染リスクが高く感染拡大の主な起点となっている場
面に効果的な対策を徹底する。すなわち、飲食を伴うものを中心として
対策を講じることとし、その実効性を上げるために、飲食につながる人
の流れを制限することを実施する。具体的には、飲食店に対する営業時
間短縮要請、夜間の外出自粛、テレワークの推進等の取組を強力に推進
する。 

③ 緊急事態措置を実施すべき区域以外の地域においては、地域の感染状
況や医療提供体制の確保状況等を踏まえながら、感染拡大の防止と社会
経済活動の維持との持続的な両立を図っていく。その際、感染状況は地
域によって異なることから、各都道府県知事が適切に判断する必要があ
るとともに、人の移動があることから、隣県など社会経済的につながり
のある地域の感染状況に留意する必要がある。 

④ 感染拡大を予防する「新しい生活様式」の定着や「感染リスクが高ま
る「５つの場面」」を回避すること等を促すとともに、事業者及び関係
団体に対して、業種別ガイドライン等の実践と科学的知見等に基づく
進化を促していく。 

⑤ 新型コロナウイルス感染症についての監視体制の整備及び的確な情
報提供・共有により、感染状況等を継続的に監視する。また、医療提供体制
がひっ迫することのないよう万全の準備を進めるほか、検査機能の強化、
保健所の体制強化及びクラスター対策の強化等に取り組む。 
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⑥ 的確な感染防止策及び経済・雇用対策により、感染拡大の防止と社会
経済活動の維持との両立を持続的に可能としていく。 

⑦ 感染の拡大が認められる場合には、政府や都道府県が密接に連携しな
がら、重点的・集中的なPCR検査の実施や営業時間短縮要請等を含め、
速やかに強い感染対策等を講じる。 

 
三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 
（１）情報提供・共有 
① 政府は、地方公共団体と連携しつつ、以下の点について、国民の共感
が得られるようなメッセージを発出するとともに、状況の変化に即応
した情報提供や呼びかけを行い、行動変容に資する啓発を進めるととも
に、冷静な対応をお願いする。 
・ 発生状況や患者の病態等の臨床情報等の正確な情報提供。 
・ 国民に分かりやすい疫学解析情報の提供。 
・ 医療提供体制及び検査体制に関する分かりやすい形での情報の
提供。 

・ 「三つの密」の回避や、「人と人との距離の確保」、「マスクの着用」、
「手洗いなどの手指衛生」をはじめとした基本的な感染対策の徹底
等、感染拡大を予防する「新しい生活様式」の定着に向けた周知。 

・ 室内で「三つの密」を避けること。特に、日常生活及び職場において、人
混みや近距離での会話、多数の者が集まり室内において大きな声を出すこと
や歌うこと、呼気が激しくなるような運動を行うことを避けるように強く促
すこと。 

・ 令和２年10月23日の分科会で示された、「感染リスクが高まる「５つの
場面」」（飲酒を伴う懇親会やマスクなしでの会話など）や、「感染リスクを
下げながら会食を楽しむ工夫」（なるべく普段一緒にいる人と少人数、席の
配置は斜め向かい、会話の時はマスク着用等）の周知。 

・ 業種別ガイドライン等の実践。特に、飲食店等について、業種別ガイドラ
インを遵守している飲食店等を利用するよう、促すこと。 
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・ 風邪症状等体調不良がみられる場合の休暇取得、学校の欠席、外
出自粛等の呼びかけ。 

・ 感染リスクを下げるため、医療機関を受診する時は、あらかじめ
厚生労働省が定める方法による必要があることの周知。 

・ 新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の考え方を分かり
やすく周知すること。 

・ 感染者・濃厚接触者や、診療に携わった医療機関・医療関係者その他の対
策に携わった方々に対する誤解や偏見に基づく差別を行わないことの呼び
かけ。 

・ 従業員及び学生の健康管理や感染対策の徹底についての周知。 
・ 国民の落ち着いた対応（不要不急の帰省や旅行など都道府県をまたいだ移
動の自粛等や商店への殺到の回避及び買い占めの防止）の呼びかけ。   

   ・ 接触確認アプリ（COVID-19 Contact-Confirming Application：ＣＯＣＯＡ）
のインストールを呼びかけるとともに、陽性者との接触があった旨の通知が
あった場合における適切な機関への受診の相談や陽性者と診断された場合
における登録の必要性についての周知。併せて、地域独自のＱＲコード等に
よる追跡システムの利用の呼びかけ。 

② 政府は、広報担当官を中心に、官邸のウェブサイトにおいて厚生労働省
等関係省庁のウェブサイトへのリンクを紹介するなどして有機的に連携
させ、かつ、ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）等の媒体も
積極的に活用することで、迅速かつ積極的に国民等への情報発信を行う。 

③ 政府は、民間企業等とも協力して、情報が必ずしも届いていない層に十
分な情報が行き届くよう、丁寧な情報発信を行う。 

④ 厚生労働省は、感染症やクラスターの発生状況について迅速に情報を公
開する。 

⑤ 外務省は、全世界で感染が拡大していることを踏まえ、各国に滞在す
る邦人等への適切な情報提供、支援を行う。 

⑥ 政府は、検疫所からの情報提供に加え、企業等の海外出張又は長期の
海外滞在のある事業所、留学や旅行機会の多い大学等においても、帰国
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者への適切な情報提供を行い、渡航の是非の判断・確認や、帰国者に対
する14日間の外出自粛の要請等の必要な対策を講じるよう周知を図る。 

⑦ 政府は、国民、在留外国人、外国人旅行者及び外国政府に対し、帰国
時・入国時の手続や目的地までの交通手段の確保等について適切か
つ迅速な情報提供を行い、国内でのまん延防止と風評対策につなげる。
また、政府は、日本の感染対策や感染状況の十分な理解を醸成するよう、
諸外国に対して情報発信に努める。 

⑧ 地方公共団体は、政府との緊密な情報連携により、様々な手段により住
民に対して地域の感染状況に応じたメッセージや注意喚起を行う。 

⑨ 都道府県等は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫学調査によ
り得られた情報を分析し、今後の対策に資する知見をまとめて、国民に還
元するよう努める。 

⑩ 政府は、今般の新型コロナウイルス感染症に係る事態が行政文書の管理
に関するガイドライン（平成 23 年４月１日内閣総理大臣決定）に基づく
「歴史的緊急事態」と判断されたことを踏まえた対応を行う。地方公共団
体も、これに準じた対応に努める。 

 
（２）サーベイランス・情報収集 
① 感染の広がりを把握するために必要な検査を実施し、感染症の予防及
び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10年法律第 144号。
以下「感染症法」という。）第 12条に基づく医師の届出等によりその実
態を把握する。 

② 厚生労働省及び都道府県等は、感染が拡大する傾向が見られる場合は
それを迅速に察知して的確に対応できるよう、戦略的サーベイランス体
制を整えておく必要がある。また、感染拡大の防止と社会経済活動の維
持との両立を進めるためにも感染状況を的確に把握できる体制をもつこ
とが重要であるとの認識の下、地方衛生研究所や民間の検査機関等の関係
機関における検査体制の一層の強化、地域の関係団体と連携した地域外
来・検査センターの設置等を迅速に進めるとともに、新しい検査技術につい
ても医療現場に迅速に導入する。都道府県は、医療機関等の関係機関によ
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り構成される会議体を設けること等により、民間の検査機関等の活用促進
を含め、ＰＣＲ等検査の実施体制の把握・調整等を図る。さらに、厚生労働
省は、ＰＣＲ検査及び抗原検査の役割分担について検討・評価を行う。また、
これらを踏まえ、検査が必要な者に、より迅速・円滑に検査を行い、感染が
拡大している地域においては、医療・介護従事者、入院・入所者等関係者に
対する幅広いＰＣＲ等検査の実施に向けて取組を進めるとともに、院内・施
設内感染対策の強化を図る。政府と都道府県等で協働して今後の感染拡大局
面も見据えた準備を進めるため、厚生労働省は、財政的な支援をはじめ必要
な支援を行い、都道府県等は、相談・検体採取・検査の一連のプロセスを通
じた対策を実施する。 

③ 厚生労働省は、感染症法第 12 条に基づく医師の届出とは別に、市中での
感染状況を含め国内の流行状況等を把握するため、抗体保有状況に関する調
査など有効なサーベイランスを実施する。また、いわゆる超過死亡について
は、新型コロナウイルス感染症における超過死亡を推計し、適切に把握する。 

④ 厚生労働省は、医療機関や保健所の事務負担の軽減を図りつつ、患者等
に関する情報を関係者で迅速に共有するための情報把握・管理支援シス
テム（Health Center Real-time Information-sharing System on COVID-
19：ＨＥＲ－ＳＹＳ）を活用し、都道府県別の陽性者数等の統計データ
の収集・分析を行うとともに、その結果を適宜公表し、より効果的・効
率的な対策に活用していく。 

⑤ 政府は、医療機関の空床状況や人工呼吸器・ＥＣＭＯの保有・稼働状況等
を迅速に把握する医療機関等情報支援システム（Gathering Medical 
Information System：Ｇ－ＭＩＳ）を構築・運営し、医療提供状況やＰＣＲ
等検査の実施状況等を一元的かつ即座に把握するとともに、都道府県等にも
提供し、迅速な患者の受入調整等にも活用する。 

⑥ 文部科学省及び厚生労働省は、学校等での集団発生の把握の強化を図る。 
⑦ 政府は、変異株に対して迅速に診断するための検査キット等の開発の支援
を進める。 

⑧ 都道府県は、地方公共団体間での迅速な情報共有に努めるとともに、県下の
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感染状況について、リスク評価を行う。 
⑨ 遺伝子配列を分析するにあたり、公衆衛生対策を進めていく上で必要な情
報を、国立感染症研究所において収集を行う。 

 
（３）まん延防止 
１）外出の自粛（後述する「４）職場への出勤等」を除く） 

特定都道府県は、法第 45条第 1項に基づき、不要不急の外出・移動
の自粛について協力の要請を行うものとする。特に、20 時以降の不要
不急の外出自粛について、住民に徹底する。 
医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要な職場

への出勤、屋外での運動や散歩など、生活や健康の維持のために必要なも
のについては外出の自粛要請の対象外とする。 
また、「三つの密」を徹底的に避けるとともに、「人と人との距離の確保」

「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」等の基本的な感染対策を徹底す
るとともに、あらゆる機会を捉えて、令和２年４月22日の専門家会議で示
された「10 のポイント」、５月４日の専門家会議で示された「新しい生活
様式の実践例」、10月 23 日の分科会で示された、「感染リスクが高まる「５
つの場面」」等を活用して住民に周知を行うものとする。 

２）催物（イベント等）の開催制限 
特定都道府県は、当該地域で開催される催物（イベント等）について、

主催者等に対して、法第 45 条第２項等に基づき、別途通知する目安を
踏まえた規模要件等（人数上限・収容率、飲食を伴わないこと等）を設
定し、その要件に沿った開催の要請を行うものとする。併せて、開催に
あたっては、業種別ガイドラインの徹底や催物前後の「三つの密」及び
飲食を回避するための方策を徹底するよう、主催者等に求めるものとす
る。 
また、スマートフォンを活用した接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）につ

いて、検査の受診等保健所のサポートを早く受けられることやプライバ
シーに最大限配慮した仕組みであることを周知し、民間企業・団体等の
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幅広い協力を得て引き続き普及を促進する。 
３）施設の使用制限等（前述の「２）催物（イベント等）の開催制限」、後
述する「５）学校等の取扱い」を除く） 
① 特定都道府県は、法第 24 条第９項及び法第 45 条第２項等に基づ
き、感染リスクが高いと指摘されている飲食の場を避ける観点から、
飲食店に対する営業時間の短縮（20時までとする。ただし、酒類の提
供は 11時から 19時までとする。）の要請を行うものとする。要請に
あたっては、関係機関とも連携し、営業時間短縮を徹底するための対
策強化を行う。 
法第 45 条第２項に基づく要請に対し、正当な理由がないにもかか

わらず応じない場合には、法第 45 条第３項に基づく指示を行い、こ
れらの要請及び指示の公表を行うものとする。政府は、新型コロナウ
イルス感染症の特性及び感染の状況を踏まえ、施設の使用制限等の要
請、指示の対象となる施設等の所要の規定の整備を行うものとする。 
また、20時以降の不要不急の外出自粛を徹底することや、施設に人

が集まり、飲食につながることを防止する必要があること等を踏まえ、
飲食店以外の他の新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令（平成
25年政令第 122号）第 11条に規定する施設（学校、保育所をはじめ
別途通知する施設を除く。）についても、同様の働きかけを行うものと
する。 
また、特定都道府県は、感染の拡大につながるおそれのある一定の

施設について、別途通知する目安を踏まえた規模要件等（人数上限・
収容率、飲食を伴わないこと等）を設定し、その要件に沿った施設の
使用の働きかけを行うものとする。 

 ② 政府は、地方創生臨時交付金に設けた「協力要請推進枠」により、
飲食店に対して営業時間短縮要請等と協力金の支払いを行う都道府
県を支援する。 

③ 事業者及び関係団体は、今後の持続的な対策を見据え、業種別ガイ
ドライン等を実践するなど、自主的な感染防止のための取組を進める。
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その際、政府は、専門家の知見を踏まえ、関係団体等に必要な情報提
供や助言等を行う。 

４）職場への出勤等 
 ① 政府及び特定都道府県は、事業者に対して、以下の取組を行うよう

働きかけを行うものとする。 
・ 職場への出勤は、外出自粛等の要請の対象から除かれるものである
が、「出勤者数の 7 割削減」を目指すことも含め接触機会の低減に
向け、在宅勤務（テレワーク）や、出勤が必要となる職場でもローテ
ーション勤務等を強力に推進すること。 

・ 20時以降の不要不急の外出自粛を徹底することを踏まえ、事業
の継続に必要な場合を除き、20 時以降の勤務を抑制すること。 

・ 職場に出勤する場合でも、時差出勤、自転車通勤等の人との接触を
低減する取組を強力に推進すること。 

・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗いや手指消毒、咳エ
チケット、職員同士の距離確保、事業場の換気励行、複数人が触る
箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、出張によ
る従業員の移動を減らすためのテレビ会議の活用等）や「三つの密」
や「感染リスクが高まる「５つの場面」」等を避ける行動を徹底するよ
う促すこと。特に職場での「居場所の切り替わり」（休憩室、更衣室、
喫煙室等）に注意するよう周知すること。さらに、職場や店舗等に関
して、業種別ガイドライン等を実践するよう働きかけること。 

・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行
う事業者及びこれらの業務を支援する事業者においては、「三つの密」
を避けるために必要な対策を含め、十分な感染防止策を講じつつ、事
業の特性を踏まえ、業務を継続すること。 

② 政府及び地方公共団体は、在宅勤務（テレワーク）、ローテーション勤
務、時差出勤、自転車通勤等、人との接触を低減する取組を自ら進める
とともに、事業者に対して必要な支援等を行う。 

５）学校等の取扱い 
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 ① 文部科学省は、学校設置者及び大学等に対して一律に臨時休業を求
めるのではなく、地域の感染状況に応じた感染防止策の徹底を要請す
る。幼稚園、小学校、中学校、高等学校等については、子供の健やか
な学びの保障や心身への影響の観点から、「学校における新型コロナ
ウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」等を踏まえた対応を要
請する。また、大学等については、感染防止と面接授業・遠隔授業の
効果的実施等による学修機会の確保の両立に向けて適切に対応する
ことを要請する。部活動、課外活動、学生寮における感染防止策、懇
親会や飲み会などについては、学生等への注意喚起の徹底（緊急事態
宣言区域においては、部活動における感染リスクの高い活動の制限）
を要請する。大学入学共通テスト、高校入試等については、実施者に
おいて、感染防止策や追検査等による受験機会の確保に万全を期した
上で、予定どおり実施する。都道府県は、学校設置者に対し、保健管
理等の感染症対策について指導するとともに、地域の感染状況や学校
関係者の感染者情報について速やかに情報共有を行うものとする。 

 ② 厚生労働省は、保育所や放課後児童クラブ等について、感染防止策
の徹底を行いつつ、原則開所することを要請する。 

６）緊急事態宣言が発出されていない場合の都道府県における取組等 
① 都道府県は、持続的な対策が必要であることを踏まえ、住民や事業
者に対して、以下の取組を行うものとする。その際、感染拡大の防止
と社会経済活動の維持との両立を持続的に可能としていくため、「新
しい生活様式」の社会経済全体への定着を図るとともに、地域の感染
状況や感染拡大リスク等について評価を行いながら、必要に応じて、
後述③等のとおり、外出の自粛、催物（イベント等）の開催制限、施
設の使用制限等の要請等を機動的に行うものとする。 
（外出の自粛等） 
・ 「三つの密」、「感染リスクが高まる「５つの場面」」等の回避や、
「人と人との距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」
をはじめとした基本的な感染対策の徹底等、感染拡大を防止する
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「新しい生活様式」の定着が図られるよう、あらゆる機会を捉えて、
令和２年４月 22 日の専門家会議で示された「10 のポイント」、５
月４日の専門家会議で示された「新しい生活様式の実践例」、10月
23日の分科会で示された「感染リスクが高まる「５つの場面」」等
について住民や事業者に周知を行うこと。 

・ 帰省や旅行など、都道府県をまたぐ移動は、「三つの密」の回避を
含め基本的な感染防止策を徹底するとともに、特に大人数の会食を
控える等注意を促すこと。 
感染が拡大している地域において、こうした対応が難しいと判断さ

れる場合は、帰省や旅行について慎重な検討を促すこと。特に発熱等
の症状がある場合は、帰省や旅行を控えるよう促すこと。 

・ 業種別ガイドライン等を遵守している施設等の利用を促すこと。 
・ 感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合、
政府と連携して、外出の自粛に関して速やかに住民に対して必要な協
力の要請等を行うこと。 
（催物（イベント等）の開催） 
・ 催物等の開催については、「新しい生活様式」や業種別ガイドライン
等に基づく適切な感染防止策が講じられることを前提に、地域の感染
状況や感染拡大リスク等について評価を行いながら、必要な規模要件
（人数上限や収容率）の目安を示すこと。その際、事業者及び関係団
体において、エビデンスに基づきガイドラインが進化、改訂された場
合は、それに基づき適切に要件を見直すこと。 
また、催物等の態様（屋内であるか、屋外であるか、また、全国的な

ものであるか、地域的なものであるかなど）や種別（コンサート、展
示会、スポーツの試合や大会、お祭りなどの行事等）に応じて、開催
の要件や主催者において講じるべき感染防止策を検討し、主催者に周
知すること。 
催物等の開催に当たっては、その規模に関わらず、「三つの密」が発

生しない席の配置や「人と人との距離の確保」、「マスクの着用」、催物
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の開催中や前後における選手、出演者や参加者等に係る主催者による
行動管理等、基本的な感染防止策が講じられるよう、主催者に対して
強く働きかけるとともに、参加者名簿を作成して連絡先等を把握して
おくことや、接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）等の活用等について、
主催者に周知すること。 

・ 感染拡大の兆候や催物等におけるクラスターの発生があった場合、 
国と連携して、人数制限の強化、催物等の無観客化、中止又は延期等
を含めて、速やかに主催者に対して必要な協力の要請等を行うこと。 

   （職場への出勤等） 
・ 事業者に対して、在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転車通勤
等、人との接触を低減する取組を働きかけること。 

・ 事業者に対して、職場における、感染防止のための取組（手洗い
や手指消毒、咳エチケット、職員同士の距離確保、事業場の換気励
行、複数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出
勤自粛、出張による従業員の移動を減らすためのテレビ会議の活用
等）や「三つの密」や「感染リスクが高まる「５つの場面」」等を避け
る行動を徹底するよう促すこと。特に職場での「居場所の切り替わり」
（休憩室、更衣室、喫煙室等）に注意するよう周知すること。さら
に、職場や店舗等に関して、業種別ガイドライン等を実践するよう働
きかけること。 
（施設の使用制限等） 

・ これまでにクラスターが発生しているような施設や、「三つの密」
のある施設については、地域の感染状況等を踏まえ、施設管理者等
に対して必要な協力を依頼すること。 

・ 感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合、
政府と連携して、施設の使用制限等を含めて、速やかに施設管理者
等に対して必要な協力の要請等を行うこと。 

②  都道府県は、感染の状況等を継続的に監視し、その変化が認めら
れた場合、住民に適切に情報提供を行い、感染拡大への警戒を呼びか
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けるものとする。 
③ 都道府県は、感染拡大の傾向が見られる場合には、地域における感
染状況や公衆衛生体制・医療提供体制への負荷の状況について十分、
把握・分析を行い、８月７日の分科会の提言で示された指標を目安と
しつつ総合的に判断し、同提言に示された各ステージにおいて「講ず
べき施策」や累次の分科会提言（12月 11日「今後の感染の状況を踏
まえた対応についての分科会から政府への提言」等）等を踏まえ、地
域の実情に応じて、迅速かつ適切に法第 24条第 9項に基づく措置等
を講じるものとする。特に、ステージⅢ相当の対策が必要な地域等に
あっては、速やかにステージⅡ相当の対策が必要な地域へ移行するよ
う、取り組むものとする。また、ステージⅢ相当の対策が必要な地域
で、感染の状況がステージⅣに近づきつつあると判断される場合には、
特定都道府県における今回の措置に準じた取組を行うものとする。 

④ 都道府県は、①③の取組を行うに当たっては、あらかじめ政府と迅
速に情報共有を行う。 

７）水際対策 
① 政府は、水際対策について、変異株を含め、国内への感染者の流入
及び国内での感染拡大を防止する観点から、入国制限、渡航中止勧告、
帰国者のチェック・健康観察等の検疫の強化、査証の制限等の措置等
を、引き続き、実施する。なお、厚生労働省は、関係省庁と連携し、
健康観察について、保健所の業務負担の軽減や体制強化等を支援する。 

② 諸外国での新型コロナウイルス感染症の発生の状況を踏まえて、必
要に応じ、国土交通省は、航空機の到着空港の限定の要請、港湾の利
用調整や水際・防災対策連絡会議等を活用した対応力の強化等を行う
とともに、厚生労働省は、特定検疫港等の指定を検討する。 

③ 厚生労働省は、停留に利用する施設が不足する場合には、法第 29
条の適用も念頭に置きつつも、必要に応じ、関係省庁と連携して、停
留に利用可能な施設の管理者に対して丁寧な説明を行うことで停留
施設の確保に努める。 
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８）クラスター対策の強化 
① 都道府県等は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫学調査
により、個々の濃厚接触者を把握し、健康観察、外出自粛の要請等を
行うとともに、感染拡大の規模を適確に把握し、適切な感染対策を行
う。その際、より効果的な感染拡大防止につなげるため、積極的疫学
調査を実施する際に優先度も考慮する。 

② 政府は、関係機関と協力して、クラスター対策に当たる専門家の確
保及び育成を行う。 

③ 厚生労働省及び都道府県等は、関係機関と協力して、特に、感染拡
大の兆候が見られた場合には、専門家やその他人員を確保し、その地
域への派遣を行う。 

  なお、感染拡大が顕著な地域において、保健所における積極的疫学
調査に係る人員体制が不足するなどの問題が生じた場合には、都道府
県は関係学会・団体等の専門人材派遣の仕組みである IHEAT
（Infectious disease Health Emergency Assistance Team）の活用
や、厚生労働省と調整し、他の都道府県からの応援派遣職員の活用等
の人材・体制確保のための対策を行う。 
また、都道府県等が連携し、積極的疫学調査等の専門的業務を十分

に実施できるよう保健所の業務の重点化や人材育成等を行うこと等
により、感染拡大時に即応できる人員体制を平時から整備する。 

④ 政府及び都道府県等は、クラスター対策を抜本強化するという観点
から、保健所の体制強化に迅速に取り組む。これに関連し、特定都道
府県は、管内の市町村と迅速な情報共有を行い、また、対策を的確か
つ迅速に実施するため必要があると認めるときは、法第 24条に基づ
く総合調整を行う。さらに、都道府県等は、クラスターの発見に資す
るよう、地方公共団体間の迅速な情報共有に努めるとともに、政府は、
対策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、法第
20条に基づく総合調整を行う。 

⑤ 政府及び都道府県等は、クラスター対策を強化する観点から、以下
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の取組を行う。 
 ・ 大規模な歓楽街については、令和 2 年 10 月 29 日の分科会にお

ける「大都市の歓楽街における感染拡大防止対策ワーキンググルー
プ当面の取組方策に関する報告書」に示された取組を踏まえ、通常
時から相談・検査体制の構築に取り組むとともに、早期介入時には、
重点的（地域集中的）な PCR検査等の実施や、必要に応じ、エリ
ア・業種を絞った営業時間短縮要請等を機動的に行うこと。 

 ・ 事業者に対し、職場でのクラスター対策の徹底を呼びかけること。 
 ・ 言語の壁や生活習慣の違いがある在留外国人を支援する観点から、

政府及び都道府県等が提供する情報の一層の多言語化、大使館のネ
ットワーク等を活用したきめ細かな情報提供、相談体制の整備等に
より、検査や医療機関の受診に早期につなげる仕組みを構築するこ
と。 

⑥ 政府は、接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）について、機能の向上を図
るとともに、検査の受診等保健所のサポートを早く受けられることや
プライバシーに最大限配慮した仕組みであることを周知し、その幅広
い活用や、感染拡大防止のための陽性者としての登録を行うよう、呼
びかけを行い、新型コロナウイルス感染症等情報把握・管理支援シス
テム（ＨＥＲ-ＳＹＳ）及び保健所等と連携した積極的疫学調査で活
用することにより、効果的なクラスター対策につなげていく。 

９）その他共通的事項等 
 ① 特定都道府県は、地域の特性に応じた実効性のある緊急事態措置を講

じる。特定都道府県は、緊急事態措置を講じるに当たっては、法第５条を
踏まえ、必要最小限の措置とするとともに、講じる措置の内容及び必要
性等について、国民に対し丁寧に説明する。特定都道府県は、緊急事態措
置を実施するに当たっては、法第20条に基づき、政府と密接に情報共有
を行う。政府は、専門家の意見を聴きながら、必要に応じ、特定都道府県
と総合調整を行う。 

 ② 緊急事態措置を講じること等に伴い、食料・医薬品や生活必需品の買い
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占め等の混乱が生じないよう、国民に冷静な対応を促す。 
③ 政府及び地方公共団体は、緊急事態措置の実施に当たっては、事業者
の円滑な活動を支援するため、事業者からの相談窓口の設置、物流体制
の確保、ライフラインの万全の体制の確保等に努める。 

④ 政府は、関係機関と協力して、公共交通機関その他の多数の人が集ま
る施設における感染対策を徹底する。 

 
（４）医療等 
① 重症者等に対する医療提供に重点を置いた入院医療の提供体制の確保
を進めるため、厚生労働省と都道府県等は、関係機関と協力して、次の
ような対策を講じる。 
・ 重症者や重症化リスクのある者に医療資源の重点をシフトする観
点から、令和２年 10 月 14 日の新型コロナウイルス感染症を指定感
染症として定める等の政令（令和２年政令第 11号）の改正（令和２
年 10月 24日施行）により、高齢者や基礎疾患のある者等入院勧告・
措置の対象の明確化を行っており、都道府県等は、当該政令改正に基
づき、地域の感染状況等を踏まえ、適切に入院勧告・措置を運用する
こと。 
重症者等に対する医療提供に重点を置くべき地域では、特に病床

確保や都道府県全体の入院調整に最大限努力した上で、なお病床が
ひっ迫する場合には、高齢者等も含め入院治療が必要ない無症状病
原体保有者及び軽症患者（以下「軽症者等」という。）は、宿泊施設
（適切な場合は自宅）での療養とすることで、入院治療が必要な患
者への医療提供体制の確保を図ること。丁寧な健康観察を実施する
こと。 
特に、家庭内での感染防止や症状急変時の対応のため、宿泊施設が

十分に確保されているような地域では、軽症者等は宿泊療養を基本
とすること。そのため、都道府県は、ホテル等の一時的な宿泊療養
施設及び運営体制の確保に努めるとともに、政府は、都道府県と密
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接に連携し、その取組を支援すること。 
子育て等の事情によりやむを得ず自宅療養を行う際には、都道府

県等は電話等情報通信機器を用いて遠隔で健康状態を把握するとと
もに、医師が必要とした場合には電話等情報通信機器を用いて診療
を行う体制を整備すること。 

・ 都道府県は、患者が入院、宿泊療養、自宅療養をする場合に、その
家族に要介護者や障害者、子供等がいる場合は、市町村福祉部門の協
力を得て、ケアマネージャー、相談支援専門員、児童相談所等と連携
し、必要なサービスや支援を行うこと。 

・ 都道府県は、関係機関の協力を得て、新型コロナウイルス感染症の
患者専用の病院や病棟を設定する重点医療機関の指定等、地域の医療
機関の役割分担を行うとともに、病床・宿泊療養施設確保計画に沿っ
て、段階的に病床・宿泊療養施設を確保すること。 

  特に、病床が逼迫している場合、令和２年 12 月 28 日の政府対策
本部で示された「感染拡大に伴う入院患者増加に対応するための医療
提供体制パッケージ」を活用しつつ、地域の実情に応じ、重点医療機
関以外の医療機関に働きかけを行うなど病床の確保を進めること。 

  また、医療機関は、業務継続計画（ＢＣＰ）も踏まえ、必要に応じ、
医師の判断により延期が可能と考えられる予定手術や予定入院の延
期を検討し、空床確保に努めること。 

  さらに、都道府県は、仮設の診療所や病棟の設置、非稼働病床の
利用、法第 48 条に基づく臨時の医療施設の開設についてその活用
を十分に考慮すること。厚生労働省は、それらの活用に当たって、必
要な支援を行うこと。 

・ 都道府県は、患者受入調整や移送調整を行う体制を整備するととも
に、医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）も活用し、患者受
入調整に必要な医療機関の情報の見える化を行うこと。また、厚生
労働省は、都道府県が患者搬送コーディネーターの配置を行うことに
ついて、必要な支援を行うこと。 
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・ さらに、感染拡大に伴う患者の急増に備え、都道府県は、都道府
県域を越える場合も含めた広域的な患者の受入れ体制を確保する
こと。 

② 新型コロナウイルス感染症が疑われる患者への外来診療・検査体制の
確保のため、厚生労働省と都道府県等は、関係機関と協力して、次のよ
うな対策を講じる。 
・ かかりつけ医等の地域で身近な医療機関や受診・相談センターを通
じて、診療・検査医療機関を受診することにより、適切な感染管理を
行った上で、新型コロナウイルス感染症が疑われる患者への外来医療
を提供すること。 

・ 都道府県等は、関係機関と協力して、集中的に検査を実施する機関
（地域外来・検査センター）の設置を行うこと。 
また、大型テントやプレハブを活用した、いわゆるドライブス

ルー方式やウォークスルー方式による診療を行うことで、効率的な
診療・検査体制を確保すること。併せて、検査結果を踏まえて、患者
の振り分けや受け入れが適切に行われるようにすること。 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況等を踏まえ、診療・検
査医療機関の指定や地域外来・検査センターの設置を柔軟かつ積極的
に行うこと。 

・ 都道府県は、重症化しやすい方が来院するがんセンター、透析医
療機関及び産科医療機関等について、必要に応じ、新型コロナウイ
ルス感染症への感染が疑われる方への外来診療を原則行わない医
療機関として設定すること。 

③ 新型コロナウイルス感染症患者のみならず、他の疾患等の患者への対
応も踏まえて地域全体の医療提供体制を整備するため、厚生労働省と都
道府県は、関係機関と協力して、次のような対策を講じる。 
・ 都道府県は、地域の医療機能を維持する観点から、新型コロナウイ
ルス感染症以外の疾患等の患者受入れも含めて、地域の医療機関の役
割分担を推進すること。 
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・ 患者と医療従事者双方の新型コロナウイルス感染症の予防の観点
から、初診を含めて、電話等情報通信機器を用いた診療体制の整備を
推進すること。 

④ 医療従事者の確保のため、厚生労働省と都道府県等は、関係機関と協力
して、次のような対策を講じる。 
・ 都道府県等は、現場で従事している医療従事者の休職・離職防止策
や潜在有資格者の現場復帰、医療現場の人材配置の転換等を推進する
こと。また、検査を含め、直接の医療行為以外に対しては、有資格者
以外の民間の人材等の活用を進めること。 

・ 厚生労働省は、今般の新型コロナウイルス感染症の対応に伴い、全
国の医療機関等の医療人材募集情報を掲載するWebサイト「医療の
お仕事Ｋｅｙ-Ｎｅｔ」の運営等を通じて、医療関係団体、ハローワ
ーク、ナースセンター等と連携し、医療人材の確保を支援すること。
また、都道府県が法第 31条に基づく医療等の実施の要請等を行うに
当たって、必要な支援を実施すること。 

⑤ 医療物資の確保のため、政府と都道府県、関係機関は協力して、次の
ような対策を講じる。 
・ 政府及び都道府県は、医療提供体制を支える医薬品や医療機器、医
療資材の製造体制を確保し、医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩ
Ｓ）も活用し、必要な医療機関に迅速かつ円滑に提供できる体制を
確保するとともに、専門性を有する医療従事者や人工呼吸器等の必
要な医療機器・物資・感染防止に必要な資材等を迅速に確保し、適切
な感染対策の下での医療提供体制を整備すること。 

・ 政府及び都道府県は、特に新型コロナウイルス感染症を疑う患者に
ＰＣＲ等検査や入院の受入れを行う医療機関等に対しては、マス
ク等の個人防護具を優先的に確保すること。 

⑥ 医療機関及び高齢者施設等における施設内感染を徹底的に防止する
ため、厚生労働省と地方公共団体は、関係機関と協力して、次の事項に
ついて周知徹底を図る。 
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・ 医療機関及び高齢者施設等の設置者において、 
▸ 従事者等が感染源とならないよう、「三つの密」が生じる場を
徹底して避けるとともに、 

▸ 症状がなくても患者や利用者と接する際にはマスクを着用する、 
▸ 手洗い・手指消毒の徹底、 
▸ パソコンやエレベーターのボタン等複数の従事者が共有するも
のは定期的に消毒する、 

▸ 食堂や詰め所でマスクを外して飲食をする場合、他の従事者と一
定の距離を保つ、 

▸ 日々の体調を把握して少しでも調子が悪ければ自宅待機する、 
等の対策に万全を期すこと。 

・ 医療機関及び高齢者施設等において、面会者からの感染を防ぐ
ため、面会は、地域における発生状況等も踏まえ、患者、家族のＱＯ
Ｌを考慮しつつ、緊急の場合を除き制限するなどの対応を検討するこ
と。 

・ 医療機関及び高齢者施設等において、患者、利用者からの感染を防
ぐため、感染が流行している地域では、患者、家族のＱＯＬを考慮し
つつ、施設での通所サービス等の一時利用を中止又は制限する、入院
患者、利用者の外出、外泊を制限するなどの対応を検討すること。 

・ 医療機関及び高齢者施設等において、入院患者、利用者等について、
新型コロナウイルス感染症を疑った場合は、早急に個室隔離し、保健
所の指導の下、感染対策を実施し、標準予防策、接触予防策、飛沫感
染予防策を実施すること。 

⑦ 都道府県は、感染者と非感染者の空間を分けることなどを含む感染防
止策の更なる徹底等を通して、医療機関及び施設内での感染の拡大
に特に注意を払う。 
高齢者施設等の発熱等の症状を呈する入所者・従事者に対する検

査や陽性者が発生した場合の当該施設の入所者等への検査が速やか
に行われるようにする。また、感染者が多数発生している地域にお
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ける医療機関、高齢者施設等への積極的な検査が行われるようにす
る。 
加えて、手術や医療的処置前等において、当該患者について医師の

判断により、ＰＣＲ検査等が実施できる体制をとる。 
⑧ この他、適切な医療提供・感染管理の観点で、厚生労働省と都道府
県は、関係機関と協力して、次の事項に取り組む。 
・ 妊産婦に対する感染を防止する観点から、医療機関における動線分
離等の感染防止策を徹底するとともに、妊産婦が感染した場合であっ
ても、安心して出産し、産後の生活が送れるよう、関係機関との協力
体制を構築し、適切な支援を実施すること。また、関係機関と協力し
て、感染が疑われる妊産婦への早めの相談の呼びかけや、妊娠中の女
性労働者に配慮した休みやすい環境整備等の取組を推進すること。 

・ 小児医療について、関係学会等の意見を聞きながら、診療体制を検
討し、地方公共団体と協力して体制整備を進めること。 

・ 関係機関と協力して、外国人が医療を適切に受けることができるよ
う、医療通訳の整備等を、引き続き、強化すること。 

・ レムデシビルやデキサメタゾンについて、必要な患者への供給の確
保を図るとともに、関係省庁・関係機関とも連携し、有効な治療薬等
の開発を加速すること。特に、他の治療で使用されている薬剤のうち、
効果が期待されるものについて、その効果を検証するための臨床研
究・治験等を速やかに実施すること。 

・ ワクチンについては、ファイザー社から 12月中旬に薬事承認申請
がなされており、国内治験データ等のデータに基づき審査を行うとと
もに、有効性・安全性が確認された後には、できるだけ速やかに接種
を開始できるよう、接種体制の整備を進めること。 

・ その他のワクチンについても、関係省庁・関係機関と連携し、迅速
に開発等を進めるとともに、承認申請された際には審査を行った上で、
できるだけ早期の実用化、国民への供給を目指すこと。 

・ 法令に基づく健康診断及び予防接種については、適切な感染対策の
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下で実施されるよう、実施時期や実施時間等に配慮すること。 
・ 国は、実費でＰＣＲ検査が行われる場合にも、医療と結びついた検
査が行われるよう、周知を行うとともに、精度管理についても推進す
ること。 

⑨ 政府は、令和２年度第１次補正予算・第２次補正予算、予備費等も活
用し、地方公共団体等に対する必要な支援を行うとともに、医療提供体
制の更なる強化に向け、対策に万全を期す。 

 
（５）経済・雇用対策 

 現下の感染拡大の状況に応じ、その防止を最優先とし、予備費を活用す
るなど臨機応変に対応することとする。昨年春と夏の感染拡大の波を経験
する中、感染対策とバランスをとりつつ、地域の感染状況や医療提供体制
の確保状況等を踏まえながら、感染拡大の防止と社会経済活動の維持との
両立を図ってきた。具体的には、政府は、令和２年度第 1次補正予算を含
む「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２年４月 20日閣議決
定）及び令和２年度第２次補正予算の各施策を、国・地方を挙げて迅速か
つ着実に実行することにより、感染拡大を防止するとともに、雇用の維持、
事業の継続、生活の下支えに万全を期してきた。今後、令和２年度第３次
補正予算を含む「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対
策」（令和２年 12月 8日閣議決定）及び令和３年度当初予算の各施策を、
国・地方を挙げて迅速かつ着実に実行することにより、医療提供体制の確
保やワクチンの接種体制等の整備をはじめとする新型コロナウイルス感
染症の感染拡大の防止に全力を挙げるとともに、感染症の厳しい影響に
対し、雇用調整助成金や官民の金融機関による実質無利子・無担保融資
等により雇用と生活をしっかり守っていく。その上で、成長分野への民
間投資を大胆に呼び込みながら、生産性を高め、賃金の継続的な上昇を
促し、民需主導の成長軌道の実現につなげる。今後も感染状況や経済・
国民生活への影響を注意深く見極め、引き続き、新型コロナウイルス感
染症対策予備費の適時適切な執行により、迅速・機動的に対応する。 
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（６）その他重要な留意事項 
１）偏見・差別等への対応、社会課題への対応等 
① 政府及び地方公共団体は、新型コロナウイルス感染症へのり患は誰
にでも生じ得るものであり、感染者やその家族、勤務先等に対する不
当な扱いや誹謗中傷は、人権侵害に当たり得るのみならず、体調不良
時の受診遅れや検査回避、保健所の積極的疫学調査への協力拒否等に
つながり、結果として感染防止策に支障を生じさせかねないことから、
分科会の偏見・差別とプライバシーに関するワーキンググループが行
った議論のとりまとめ（令和 2年 11月 6日）を踏まえ、以下のよう
な取組を行う。 
・ 新型コロナウイルス感染症に関する正しい知識の普及に加え、政
府の統一的なホームページ（corona.go.jp）等を活用し、地方公共
団体や関係団体等の取組の横展開にも資するよう、偏見・差別等の
防止等に向けた啓発・教育に資する発信を強化すること。 

・ 偏見・差別等への相談体制を、研修の充実、NPOを含めた関係
機関の連携、政府による支援、SNSの活用等により強化すること。 

・ 悪質な行為には法的責任が伴うことについて、政府の統一的なホ
ームページ等を活用して、幅広く周知すること。 

・ 新型コロナウイルス感染症の特徴を踏まえた行政による情報公
表の在り方に関して、改めて国としての統一的な考え方を整理す
ること。 

・ クラスター発生等の有事対応中においては、感染症に関する正
しい知識に加えて、感染者等を温かく見守るべきこと等を発信す
ること。 

② 政府は、新型コロナウイルス感染症対策に従事する医療関係者が偏
見・差別等による風評被害等を受けないよう、国民への普及啓発等必
要な取組を実施する。 

③ 政府は、海外から一時帰国した児童生徒等への学校の受入れ支援や
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いじめ防止等の必要な取組を実施する。 
④ 政府及び関係機関は、各種対策を実施する場合において、国民の自
由と権利の制限を必要最小限のものとする。特に、女性の生活や雇用
への影響が深刻なものとなっていることに留意し、女性や障害者等に
与える影響を十分配慮して実施するものとする。 

⑤ 政府及び地方公共団体は、マスク、個人防護具、医薬品、医薬部外
品、食料品等に係る物価の高騰や買占め、売り惜しみを未然に回避し
又は沈静化するため、必要な措置を講じる。 

⑥ 政府は、地方公共団体と連携し、対策が長期化する中で生ずる様々
な社会課題に対応するため、適切な支援を行う。 
・ 長期間にわたる外出自粛等によるメンタルヘルスへの影響、配偶
者暴力、性犯罪・性暴力や児童虐待等。 

・ 情報公開と人権との協調への配慮。 
・ 営業自粛等による倒産、失業、自殺等。 
・ 社会的に孤立しがちな一人暮らしの高齢者、休業中のひとり親家
庭等の生活。 

・ 外出自粛等の下で、高齢者等がフレイル状態等にならないよう、
コミュニティにおける支援を含め、健康維持・介護サービスの確保。 

⑦ 政府及び地方公共団体は、新型コロナウイルス感染症により亡くな
られた方に対して尊厳をもってお別れ、火葬等が行われるよう、適切
な方法について、周知を行う。 

２）物資・資材等の供給 
① 政府は、国民や地方公共団体の要望に応じ、マスク、個人防護具、
消毒薬、食料品等の増産や円滑な供給を関連事業者に要請する。また、
政府は、感染防止や医療提供体制の確保のため、マスク、個人防護具、
人工呼吸器等の必要な物資を政府の責任で確保する。例えば、マスク
等を政府で購入し、必要な医療機関や介護施設等に優先配布するとと
もに、感染拡大に備えた備蓄を強化する。 

② 政府は、マスクや消毒薬等の国民が必要とする物資が安定的に供給さ



32 

れるよう、これらの物質の需給動向を注視するとともに、過剰な在庫を抱
えることのないよう消費者や事業者に冷静な対応を呼びかける。また、政
府は、繰り返し使用可能な布製マスクの普及を進める。 

③ 政府は、事態の長期化も念頭に、マスクや抗菌薬及び抗ウイルス薬の原
薬を含む医薬品、医療機器等の医療の維持に必要な資材の安定確保に努め
るとともに、国産化の検討を進める。 

３）関係機関との連携の推進 
① 政府は、地方公共団体を含む関係機関等との双方向の情報共有を強
化し、対策の方針の迅速な伝達と、対策の現場における状況の把握を
行う。 

② 政府は、対策の推進に当たっては、地方公共団体、経済団体等の関
係者の意見を十分聴きながら進める。 

③ 地方公共団体は、保健部局のみならず、危機管理部局も含め全ての
部局が協力して対策に当たる。 

④ 政府は、国際的な連携を密にし、ＷＨＯや諸外国・地域の対応状況
等に関する情報収集に努める。また、日本で得られた知見を積極的に
ＷＨＯ等の関係機関や諸外国・地域と共有し、今後の対策に活かすと
ともに、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受ける国・地
域に対する国際社会全体としての対策に貢献する。 

⑤  政府は、基礎医学研究及び臨床医学研究、疫学研究を含む社会医学
研究等の研究体制に対する支援を通して、新型コロナウイルス感染症
への対策の推進を図る。 

⑥  都道府県等は、近隣の都道府県等が感染拡大防止に向けた様々な措
置や取組を行うに当たり、相互に連携するとともに、その要請に応じ、
必要な支援を行う。 

⑦  特定都道府県等は、緊急事態措置等を実施するに当たっては、あら
かじめ政府と協議し、迅速な情報共有を行う。政府対策本部長は、特
定都道府県等が適切に緊急事態措置を講じることができるよう、専門
家の意見を踏まえつつ、特定都道府県等と総合調整を行う。 
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⑧ 緊急事態宣言の期間中に様々な措置を実施した際には、特定都道府
県知事及び指定行政機関の長は政府対策本部長に、特定市町村長及び
指定地方公共機関の長はその所在する特定都道府県知事に、指定公共
機関の長は所管の指定行政機関に、その旨及びその理由を報告する。
政府対策本部長は国会に、特定都道府県知事及び指定行政機関の長は
政府対策本部長に、報告を受けた事項を報告する。 

４）社会機能の維持 
① 政府、地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、職員にお
ける感染を防ぐよう万全を尽くすとともに、万が一職員において感染者又
は濃厚接触者が確認された場合にも、職務が遅滞なく行えるように対策を
あらかじめ講じる。特に、テレビ会議及びテレワークの積極的な実施に努
める。 

② 地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、電気、ガス、水
道、公共交通、通信、金融業等の維持を通して、国民生活及び国民経済へ
の影響が最小となるよう公益的事業を継続する。 

③ 政府は、指定公共機関の公益的事業の継続に支障が生じることがないよ
う、必要な支援を行う。 

④ 国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者は、国民生
活及び国民経済安定のため、事業の継続を図る。 

⑤ 政府は、事業者のサービス提供水準に係る状況の把握に努め、必要
に応じ、国民への周知を図る。 

⑥ 政府は、空港、港湾、医療機関等におけるトラブル等を防止するため、
必要に応じ、警戒警備を実施する。 

⑦ 警察は、混乱に乗じた各種犯罪を抑止するとともに、取締りを徹底
する。 

５）緊急事態宣言解除後の取組 
政府は、緊急事態宣言の解除を行った後も、都道府県等や基本的対処

方針等諮問委員会、分科会等との定期的な情報交換等を通じ、国内外の
感染状況の変化、施策の実施状況等を定期的に分析・評価・検証を行う。
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その上で、最新の情報に基づいて適切に、国民や関係者へ情報発信を行
うとともに、それまでの知見に基づき、より有効な対策を実施する。 

６）その他 
① 政府は、必要に応じ、他法令に基づく対応についても講じることと
する。 

② 今後の状況が、緊急事態宣言の要件等に該当するか否かについて
は、海外での感染者の発生状況とともに、感染経路の不明な患者や
クラスターの発生状況等の国内での感染拡大及び医療提供体制のひ
っ迫の状況を踏まえて、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼ
すおそれがあるか否かについて、政府対策本部長が基本的対処方針
等諮問委員会の意見を十分踏まえた上で総合的に判断することとす
る。 

③ 政府は、基本的対処方針を変更し、又は、緊急事態を宣言、継続若
しくは終了するに当たっては、新たな科学的知見、感染状況、施策の
実行状況等を考慮した上で、基本的対処方針等諮問委員会の意見を十
分踏まえた上で臨機応変に対応する。 
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(別添)緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者 

 

 

 以下、事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じていただ

きつつ、事業の継続を求める。 

 

１．医療体制の維持 

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患への対応も

あるため、全ての医療関係者の事業継続を要請する。 

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・製造・販

売、献血を実施する採血業、入院者への食事提供等、患者の治療に必要な全

ての物資・サービスに関わる製造業、サービス業を含む。 

２．支援が必要な方々の保護の継続 

・高齢者、障害者等特に支援が必要な方々の居住や支援に関する全ての関係者

（生活支援関係事業者）の事業継続を要請する。 

・生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害者支援施設等の運営関係

者のほか、施設入所者への食事提供など、高齢者、障害者等が生活する上で

必要な物資・サービスに関わる全ての製造業、サービス業を含む。 

３．国民の安定的な生活の確保 

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを

提供する関係事業者の事業継続を要請する。 

① インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石油化学・ＬＰガス、上下水道、通

信・データセンター等） 

② 飲食料品供給関係（農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・加工・流通・

ネット通販等） 

③ 生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等） 

④ 宅配・テイクアウト、生活必需物資の小売関係（百貨店・スーパー、コンビ

ニ、ドラッグストア、ホームセンター等） 

⑤ 家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等） 

⑥ 生活必需サービス（ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、獣医等） 

⑦ ごみ処理関係（廃棄物収集・運搬、処分等） 

⑧ 冠婚葬祭業関係（火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等） 

⑨ メディア（テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等） 

⑩ 個人向けサービス（ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係る設備・サ

ービス、自家用車等の整備等） 
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４．社会の安定の維持 

・社会の安定の維持の観点から、緊急事態宣言の期間中にも、企業の活動を維

持するために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最低限の事業継続

を要請する。 

① 金融サービス（銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカードその他決

済サービス等） 

② 物流・運送サービス（鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・港湾管理、

航空・空港管理、郵便等） 

③ 国防に必要な製造業・サービス業の維持（航空機、潜水艦等） 

④ 企業活動・治安の維持に必要なサービス（ビルメンテナンス、セキュリティ

関係等） 

⑤ 安全安心に必要な社会基盤（河川や道路等の公物管理、公共工事、廃棄物処

理、個別法に基づく危険物管理等） 

⑥ 行政サービス等（警察、消防、その他行政サービス） 

⑦ 育児サービス（託児所等） 

 

５．その他 

・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難なもの（高炉や半導体

工場等）、医療・支援が必要な人の保護・社会基盤の維持等に不可欠なもの

（サプライチェーン上の重要物を含む。）を製造しているものについては、

感染防止に配慮しつつ、継続する。また、医療、国民生活・国民経済維持の

業務を支援する事業者等にも、事業継続を要請する。 

 
 



知事から「感染拡大防止対策期」における県民の皆さまへのお願い 
～県内での新規感染者の拡大及び１都３県における緊急事態宣言の発令を受けて～ 

 
本県では、１２月９日以降、「感染警戒期」として、県民の皆さま、事業者の皆さま

に対して十分な警戒をしていただくようお願いしてきたところですが、このところ、年

末年始の人の移動の影響等が考えられる感染事例や高齢者施設でのクラスターが発生す

るなど、感染が急激に拡大しており、昨日までの直近１週間の累積新規感染者数が９７

人となりました。 
また、施設におけるクラスターの発生といういわば特殊要因もあり、感染経路不明者

数の割合は１７．５％と低くなっていますが、その要因を除いても、直近１週間の累積

新規感染者数が、次の対策期である「感染拡大防止対策期」の目安となる４８人となり

ました。 
このまま、感染拡大が続き、感染者数が累増していくことになれば、県内の医療機関

における新型コロナウイルス感染症への対応が難しくなるだけでなく、通常の医療にも

大きな影響が生じるおそれがある、まさに「感染拡大の危機」というべき事態です。 
こうした状況を何としても食い止めるため、今回、警戒レベルを引き上げざるを得な

いものと判断し、香川県対処方針に基づき、明日１月９日（土）から２９日（金）ま

で、「感染拡大防止対策期」に位置づけることとします。 
「感染拡大防止対策期」の対策は別添のとおりですが、これまでの「感染警戒期」に

おける対応に加え、法に基づく協力要請として、県内における不要不急の外出及び県外

への不要不急の往来について慎重に検討していただくようお願いします。 
 
また、昨日、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、国から、東京都などの

４区域を対象とする新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言が発令されました。 
この度の宣言は、首都圏の感染状況が沈静化しなければ全国的かつ急速なまん延の恐

れもあることから、このような対応がなされたものと理解しています。 
この度の緊急事態宣言及び基本的対処方針を踏まえた対策については、緊急事態宣言

の期間である本日から２月７日（日）までとし、緊急事態宣言対象区域の感染状況が１

日も早く沈静化が図られ、全国的なまん延となる事態が避けられるよう、県民の皆さま

のご理解とご協力をお願いいたします。 
 
私といたしましては、引き続き、国や各都道府県、県内各市町とも力を合わせ、新型

コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動の維持・回復の両立に向けて全力

を傾けてまいります。 
また、新型コロナウイルス感染症の患者さんやその御家族、そして、治療にあたって

おられる医療従事者やその御家族などに対する偏見や差別につながる行為は、決して許

されるものではありませんので、人権に配慮した判断や行動を心がけていただきますよ

うあわせてお願いいたします。 
 
令和３年１月８日 

香川県知事  浜 田 恵 造 

資料３ 



感染拡大防止対策期における対策（１月９日以降）について 
 

令和３年１月８日 

 

○対策期間：１月９日（土）～１月２９日（金） 

 

１．県民への協力要請等（法第２４条第９項） 

（１）外出について 

○県内における不要不急の外出については、慎重に検討するよう協力要請 

○他の都道府県との不要不急の往来については、慎重に検討するよう協力要請 

また、新規感染者数が１５人以上/人口１０万人/週の地域にあっては、特に慎重に検討

するよう協力要請 

県外に移動した場合、帰県後１４日間は行動記録を取るよう協力要請 

〇外出する場合は、適切な感染防止対策を徹底して行動するよう協力要請 

  別添１：気をつけていただきたいこと 

○発熱等の症状がある場合は、都道府県をまたぐ移動はもとより、外出を控えるよう協力

要請 

○業種ごとに策定される感染拡大予防ガイドライン等に基づく感染防止策が徹底されて

いない施設等への外出を控えることを協力要請 

   別添２：業種別ガイドライン 

 ○厚生労働省「新型コロナウイルス接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）」を積極的にインスト

ールするよう協力要請 

 ○施設や店舗等の利用、イベント参加の際、県が導入したＬＩＮＥアプリ「かがわコロナ

お知らせシステム」を積極的に利用することを協力要請 

  別添３：かがわコロナお知らせシステム 

※ただし、感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合、外出の自粛

に関して速やかに必要な協力要請等を行う。 

 

（２）新しい生活様式の徹底について 

○「三つの密」の回避や「人と人の距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗いなどの手指衛

生」をはじめとした基本的な感染対策を徹底することを協力要請 

別添４：「人の接触を８割減らす１０のポイント」 

（令和２年４月２２日、新型コロナウイルス感染症対策専門家会議） 

  別添５：「新しい生活様式（生活スタイル）の実践例」 

（令和２年５月４日、新型コロナウイルス感染症対策専門家会議、一部改正） 

 ○大人数での会食や飲み会を避けること、大声を出す行動（飲食店等で大声で話す、カラ

オケやイベント、スポーツ観戦等で大声を出すなど）を自粛することについて協力要請 

○会食をする際には、座席間隔の確保や換気などの三密回避を徹底するよう協力要請 

〇感染リスクが高まる「５つの場面」に留意し、そうした場面での会食については、「感染

リスクを下げながら会食を楽しむ工夫」を行うよう協力要請 

別添６：感染リスクが高まる「５つの場面」及び感染リスクを下げながら会食を楽し

む工夫（令和２年１０月２３日、新型コロナウイルス感染症対策分科会） 

 

２．事業者への協力要請等（法第２４条第９項） 

○業種ごとに策定される感染拡大予防ガイドラインや県が策定した適切な感染防止対策

に基づき、感染防止対策の徹底を図ることを協力要請 

別添２（再掲）：業種別ガイドライン 



別添７：今後における適切な感染防止対策 

別添８：飲食事業者の皆様へ「店舗等での感染防止策の確実な実践」 

○適切な感染防止対策を講じた上で、ＬＩＮＥアプリ「かがわコロナお知らせシステム」

を積極的に導入・様式掲示するなど、感染防止対策を徹底していることを示す様式を掲

示することを協力要請 

別添３（再掲）：かがわコロナお知らせシステム 

別添９：掲示様式「新型コロナウイルスうつらない、うつさない」 

○在宅勤務（テレワーク）、オンライン会議などの積極的な活用により、出勤者数の低減

に取り組むことを協力要請。特に、この期間は集中的に協力要請 

○出勤した場合には、座席間の間隔を取ることや従業員の執務オフィスの分散を促すこと

を協力要請 

○時差出勤、自家用車・自転車・徒歩等による通勤等、人との接触を低減する取組みを推

進することを協力要請 

○事業所に関係する方が感染した際には、保健所の調査に協力することを協力要請 

○医療機関及び高齢者施設等の設置者において、以下の取組みを実施するよう協力要請 

 ・従事者等が感染源とならないよう、「三つの密」が生じる場を徹底して避けること 

 ・症状がなくても患者や利用者と接する際にはマスクを着用すること 

 ・手洗い・手指消毒を徹底すること 

 ・パソコンやエレベーターのボタン等複数の従事者が共有するものは定期的に消毒する

こと 

 ・食堂や詰め所でマスクを外して飲食をする場合、他の従事者と一定の距離を保つこと 

 ・日々の体調を把握して症状があれば早めの受診をすること 

 

３．催物（イベント等）の開催（法第２４条第９項） 

○催物（イベント等）の開催については、「新しい生活様式」や業種ごとに策定される

感染拡大予防ガイドライン等に基づく適切な感染防止策を講じることを協力要請 

協力要請に応じていただくことを前提にして、国の基本的対処方針等を踏まえ、催物

（イベント等）の開催制限の段階的緩和の当面の方針に沿った参加人数等での開催

を可能とする。 

   別添１０：催物（イベント等）の開催制限の段階的緩和の当面の方針について 

   別添１１：催物（イベント等）の開催にあたっての留意事項について 

 

４．県有施設等における対応 

 ○適切な感染防止対策を講じた上で、開館 

 

５．県の対応 

 ○感染事例に関する疫学的調査を積極的に進める。 

 ○ＰＣＲ検査の充実強化を図る。 

 ○県の新型コロナウイルス感染症対策予算を速やかに執行する。 

 

６．国の緊急事態宣言（令和３年１月７日）を踏まえた本県の対応 

（別紙「国の緊急事態宣言（令和３年１月７日）を踏まえた本県の対応」のとおり） 



国の緊急事態宣言（令和３年１月７日）を踏まえた本県の対応について 
 

令和３年１月８日 

 

 

○対象期間：１月８日（金）～２月７日（日） 

 

 

１．県民への協力要請等（法第２４条第９項） 

（１）外出について 

・緊急事態宣言対象区域への不要不急の往来自粛の協力要請 

・日程の延期ができない、また、オンラインなどで代替がきかない不要不急以外の

用件で緊急事態宣言対象区域を往来する場合は、感染防止対策を徹底し、対象区

域となる都道府県の要請に従うよう協力要請 

 

（２）飲食について 

・緊急事態宣言対象区域から参加者の来県が想定される催物（成人式を含む）の前

後における大人数での会食等を控えるよう協力要請 

 

 

２．事業者への協力要請（法第２４条第９項） 

  ・香川県に本社・本店が所在する企業に対し、緊急事態宣言対象区域に有する支社・支

店等におけるテレワークの徹底について協力要請 

 

 

３．催物（イベント等）の開催（法第２４条第９項） 

・緊急事態宣言対象区域から参加者の来県が想定される催物（成人式を含む）の主催者

に対し、催物の前後における大人数の会食等を控えるよう呼びかけることの協力要請 

 

 

４．緊急事態宣言対象区域から来県される方への協力依頼（法によらない協力依頼） 

  ・お住まいの地域において、感染拡大の状況を踏まえ、地域外への移動についてどのよ

うな対応が求められているのかを十分確認するよう協力依頼 

  ・体調が悪い方や来県前２週間以内に『感染リスクが高まる「５つの場面」』に該当す

るような感染リスクの高い行動をとった方は、本県への帰省や旅行等を控えるよう協

力依頼 

別紙 



新型コロナウイルス感染症に対する香川県対処方針 
 

 (1)感染予防対策期 (2)準感染警戒期 (3)感染警戒期 (4)感染拡大防止対策期 (5)感染拡大防止集中対策期 (6)緊急事態対策期 

県内の感染状況 
感染者が確認されていないか、抑

制できている状態 

一定数の感染者が確認されてい

る状態 

一定の感染者が確認されており、感

染者が拡大する恐れがある状態 
感染者が拡大している状態 感染者が急増している状態 

爆発的な感染の拡大が続いている状態 

（国の緊急事態宣言の対象区域に指定

されることを想定） 

移 
 
行 
 
基 
 
準 

感
染
の
状
況 

①直近１週間の累積新規感染者数 

（直近１週間の人口 10万人当たりの累積新規感染者数） 
－ 

５人程度以上 

（０．５人以上） 

２４人程度以上 

（２．５人以上） 

４８人程度以上 

（５人以上） 

９６人程度以上 

（１０人以上） 

２３９人程度以上 

（２５人以上） 

②感染経路不明者数の割合 － ５０％以上 ５０％以上 ５０％以上 ５０％以上 ５０％以上 

③直近１週間と先週１週間の比較 － － － － 直近１週間が先週１週間より多い 直近１週間が先週１週間より多い 

医
療
提
供
体
制
等
の
負
荷 

④病床のひっ迫具合（病床全体） － － － － 
最大確保病床の占有率１／５以上又は 

現時点の確保病床の占有率１／４以上 
最大確保病床の占有率１／２以上 

〃      （うち重症者用病床） － － － － 
最大確保病床の占有率１／５以上又は 

現時点の確保病床の占有率１／４以上 
最大確保病床の占有率１／２以上 

⑤療養者数 

（人口 10 万人当たりの全療養者数※） 

※入院者、自宅・宿泊療養者等を合わせた数 

－ － － － 
９６人程度以上 

（１０人以上） 

２３９人程度以上 

（２５人以上） 

監
視
体
制 

⑥直近１週間のＰＣＲ陽性率 － － － － １０％以上 １０％以上 

解除の判断基準 － 解除にあたっては、新しい対策期に入ってから、一定期間（少なくとも２週間）経過後、新規感染者が減少傾向になっている状態で、①～⑥の指標等を踏まえ総合的に判断 

○各対策期への移行に当たっては、医療提供体制、監視体制（検査・相談等の件数）、クラスター発生状況、他都道府県の発生状況などを総合的に判断。また、警戒を強める際は、感染の傾向、濃厚接触者の状況、感染地域の状況等を踏まえ、移行基準より早めの移行も検討 

○県独自の「感染警戒宣言」、「緊急事態宣言」は、感染状況等に応じて適時に発出を検討 

○国から特措法に基づく新たな考え方が示された場合には改訂を検討 

対 
 
 
応 
 
 
方 
 
 
針 

共通事項（※１） ３密の回避やマスクの着用など「新しい生活様式」の実践、「かがわコロナお知らせシステム」・「接触確認アプリ（COCOA）」のインストール・積極的活用 

県民への要請等 【法に基づかない協力依頼】 

①不要不急の感染拡大地域への移

動は慎重に検討 

②発熱の症状がある場合は、外出を

控える 

③「業種別ガイドライン」等に基づ

く感染防止策が徹底されていな

い施設等への外出を控える 

  【法 24⑨による要請】 

・（1）の対策の徹底に加え、国のス

テージⅢに相当する感染拡大地域

への不要不急の移動については、

特に慎重に検討 

【法 24⑨による要請】 

・（1）②③の対策の徹底に加え、 

・不要不急の外出・移動は、県内外

を問わず慎重に検討。国のステ

ージⅢに相当する感染拡大地域

への不要不急の移動について

は、特に慎重に検討 

・特に、県内のクラスター発生施設

や同種施設のうち、「業種別ガイ

ドライン」等を遵守していない

施設への外出自粛の要請を検討 

【法 24⑨による要請】 

・(4)の対策に加え、 

・感染拡大につながる恐れのある

施設（※２）のうち、「業種別ガ

イドライン」等を遵守していな

い施設への県内での外出自粛の

要請を検討 

・他都道府県の感染状況等も踏まえ、

県外への移動自粛の要請を検討 

【法 24⑨又は法 45①による要請】 

・県内での外出自粛の要請を検討 
・県外への移動自粛の要請を検討 

事業者への要請等 【法に基づかない協力依頼】 

・「業種別ガイドライン」等の徹底、

遵守様式の掲示 

・在宅勤務（テレワーク）、オンラ

イン会議、時差出勤、自家用車・

自転車・徒歩等による通勤の推進 

・座席間確保や執務オフィスの分散 

【法 24⑨による要請】 
・（1）の対策の強力な推進 
 

【法 24⑨による要請】 

・(3)の対策に加え、 

・クラスター発生施設や同種施設

のうち、「業種別ガイドライン」

等を遵守していない施設への休

業等の要請を検討 

【法 24⑨による要請】 

・（3）の対策に加え、 

・感染拡大につながる恐れのある

施設（※２）のうち、「業種別

ガイドライン」等を遵守してい

ない施設への休業等の要請を検

討 

【法 24⑨又は法 45②による要請】 

・（3）の対策に加え、 

・感染リスクやガイドラインの遵

守状況等を考慮しつつ、生活必

需品等を取り扱う事業者等を除

き特措法対象施設等への休業等

の要請を検討 

イベント等の開催 
（※３） 

【法に基づかない協力依頼】 

・「催物（イベント等）の開催に当

たっての留意事項」や「新しい生

活様式」、「業種別ガイドライン」

等に基づく適切な感染防止対策

の徹底を前提に開催 

【法 24⑨による要請】 
・(1)の対策と同様 

【法 24⑨による要請】 

・(1)の対策と同様 
【法 24⑨による要請】 

・(1)の対策に加え、 

・全国的かつ大規模イベント等の

中止又は延期の要請を検討 

【法 24⑨又は法 45②による要請】 
・原則中止・延期の要請を検討 

県有施設等における対応 ・適切な感染防止対策を講じた上

で開館 

・(1)の対策と同様 ・(1)の対策と同様 ・(1)の対策に加え、 

・多数集客施設、観光客誘客施設等

の休館の検討 

・全ての施設の休館を検討 

○各対策期における措置の実施の要否に当たっては、医療提供体制、監視体制（検査・相談等の件数）、クラスター発生状況、他都道府県の発生状況などを総合的に判断。また、対策期ごとに上記以外の対策を講じることも想定 

※１ 対策期に応じて、特措法による要請の適用 

※２ 休業等を要請する「感染拡大につながる恐れのある施設」については、県内の感染事例や国の基本的対処方針等を考慮して判断 

※３ イベント等の開催については、国の基本的対処方針等を踏まえ、屋内外の別を考慮して、参加人数のほか、施設の収容定員に対する参加人数の比率等を総合的に判断 

○他の都道府県において国の緊急事態宣言が発出された場合は、基本的対処方針や緊急事態宣言対象区域における対策等を踏まえ、本県の対応を検討 
 

 

（
１
）
の
対
策
の
徹
底 

令和２年５月 15 日 
令和２年８月 21 日改正 
令和２年 12 月８日改正 
令和３年 １月８日改正 



気をつけていただきたいこと

飛沫をとばさない マスクの着用を！
大声で会話しない！

接触感染にも注意を 手洗い・消毒を
こまめに！

マイクロ飛沫が浮遊 適切な換気を！

大人数や長時間の飲食時などには忘れがちになります。

ご協力をお願いします。

会食時にも、食べるときだけマスクを外し、会話の時は
マスクをするなどの工夫が有効です。

ウイルスがついた場所に触れた手で、口や鼻などを触る
と感染リスクが高まります。

換気が悪い環境では、小さくなった飛沫が長時間空気中
を漂います。

新型コロナウイルス うつらない、うつさない
別添１



業種別ガイドライン

令和２年１２月２４日時点
＊

＊各ガイドラインの改訂状況・改訂日等につい
ては、個別のガイドラインをご確認下さい。

別添２



項目
1. 劇場、観覧場、映画館、演芸場 ３

2. 集会場、公会堂 ４

3. 展示会・展示場 ５

4. 体育館、水泳場、ボーリング場、運動施設、遊技場 ６

5. 博物館、美術館、図書館 ９

6. 遊興施設 １０

7. 自動車教習所、学習塾等 １２

8. 医療サービス等 １３

9. インフラ運営等 １４

10. 飲食料品供給 １６

11. 食堂、レストラン、喫茶店等 １８

12. 生活必需物資供給 １９

13. 生活必需サービス ２０

14. ごみ処理 ２１

15. 冠婚葬祭 ２２

16. メディア ２３

17. 個人向けサービス ２４

18. 金融 ２５

19. 物流、運送 ２６

20. 製造業全般 ２９

21. オフィス事務全般 ３０

22. 企業活動、治安維持 ３１

23. 行政サービス ３２

・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・

※上記のほか、学校、社会福祉施設、社会体育施設、研究施設等については所管省庁にお
いてガイドライン等を作成・公表。

その他所管省庁で策定されているガイドライン・手引き等（2020.10.23時点） ３３
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１．劇場、観覧場、映画館、演芸場

文部科学省

公益社団法人全国公立文化施設協会
劇場、音楽堂等における新型コロナウイル
ス感染拡大予防ガイドライン

クラシック音楽公演運営推進協議会
クラシック音楽公演における新型コロナウイ
ルス感染拡大予防ガイドライン

緊急事態舞台芸術ネットワーク
舞台芸術公演における新型コロナウイルス
感染予防対策ガイドライン

一般社団法人全日本合唱連盟
合唱活動における新型コロナウイルス感染
症拡大防止のガイドライン

厚生労働省

全国興行生活衛生同業組合連合会（映画館）
映画館における新型コロナウイルス感染拡
大予防ガイドライン

全国興行生活衛生同業組合連合会（演芸場）
演芸場における新型コロナウイルス感染拡
大予防ガイドライン

経済産業省

文部科学省

一般社団法人コンサートプロモーターズ協会
・音楽コンサートにおける新型コロナウイル
ス感染予防対策ガイドライン（無観客公演
関係）
・音楽コンサートにおける新型コロナウイル
ス感染予防対策ガイドライン（有観客公演）

一般社団法人日本音楽事業者協会

一般社団法人日本音楽制作者連盟

https://www.zenkoubun.jp/covid_19/index.html
https://www.classic.or.jp/2020/12/blog-post.html
http://jpasn.net/stage_guideline1202a.pdf
https://jcanet.or.jp/index.html
https://www.zenkoren.or.jp/news-pdf/1201_COVID-19_guideline.pdf
https://www.zenkoren.or.jp/
http://www.acpc.or.jp/activity/newcoronavirus/guidelines.php
https://www.jame.or.jp/information/covid-19_guideline_20201008/
http://www.fmp.or.jp/information/?p=965


２．集会場、公会堂

4

担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

文部科学省公益社団法人全国公民館連合会
公民館における新型コロナウイルス感染拡大予
防ガイドライン

国土交通省
一般社団法人日本コンベンション協会
（MICE）

新型コロナウイルス感染症禍におけるMICE開催
のためのガイドライン

経済産業省公益社団法人日本青年会議所 カンファレンス開催ガイドライン

https://www.kominkan.or.jp/file/all/2020/20200514_02guide.pdf
https://jp-cma.org/
https://www.jaycee.or.jp/2020/guideline


３．展示会・展示場

5

担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

経済産業省

一般社団法人日本展示会協会
展示会業界における COVID-19 感染拡
大予防ガイドライン

一般社団法人日本ファッション・ウィーク推進機構
ファッションショーにおける新型コロナウイ
ルス感染予防対策ガイドライン

https://www.nittenkyo.ne.jp/
https://rakutenfashionweektokyo.com/jp/the31th/resources/covid-19_guidelines.pdf


6

４．体育館、水泳場、ボーリング場、運動施設、遊技場①

担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

文部科学省

公益財団法人 日本スポーツ協会

スポーツイベントの再開に向けた感染拡大
予防ガイドライン

公益財団法人 日本障がい者スポーツ協会

公益社団法人 日本プロサッカーリーグ
Ｊリーグ 新型コロナウイルス感染症対応ガ
イドライン

一般社団法人 日本女子サッカーリーグ
日本女子サッカーリーグ新型コロナウイル
ス感染症対応ガイドライン

公益財団法人 日本ゴルフ協会

日本国内プロゴルフトーナメントにおける
新型コロナウィルス感染症対策ガイドライ
ン

公益社団法人 日本プロゴルフ協会

一般社団法人 日本女子プロゴルフ協会

一般社団法人 日本ゴルフツアー機構

一般社団法人 日本ゴルフトーナメント振興協会

公益社団法人日本プロボウリング協会
プロボウリングトーナメント（ＪＰＢＡ競技会）
における新型コロナウイルス感染症対策ガ
イドライン

https://www.japan-sports.or.jp/about/tabid1278.html
https://www.jsad.or.jp/news/detail/20201002_002238.html
https://www.jleague.jp/news/article/17425/
http://www.nadeshikoleague.jp/news/upload_file/covid-19_guideline.pdf
http://www.jga.or.jp/jga/jsp/championship/news_detail_18225.html
https://www.pga.or.jp/2020/12/post_2432.html
https://www.lpga.or.jp/news/info/43719
https://www.jgto.org/pc/JgtoInformationDetail.do?administerNo=591&publicDay=20201203
http://www.golf-gtpa.or.jp/covid19_guideline1203
https://www.jpba1.jp/assets/pdf/Tournament/2020/AntivirusGuidelineForTournament.pdf


４．体育館、水泳場、ボーリング場、運動施設、遊技場②

7

担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

一般社団法人 日本野球機構
NPB新型コロナウイルス感染予防ガイドラ
イン（有観客開催）

一般財団法人 日本ボクシングコミッション
ボクシング興行再開に向けた新型コロナウ
イルス感染拡大予防ガイドライン

日本プロボクシング協会

公益財団法人 日本相撲協会
新型コロナウイルス感染症対応ガイドライ
ン

公益社団法人ジャパン・プロフェッショナル・バスケットボール
リーグ

B.LEAGUE 新型コロナウイルス感染症対
策ガイドライン

日本社会人アメリカンフットボールXリーグ
NFA新型コロナウイルス感染予防ガイドラ
イン（第5版）

一般社団法人日本バレーボールリーグ機構
V.LEAGUE新型コロナウイルス対策ガイド
ライン第8稿

農林水産省 農のふれあい交流経営者協会
観光農園（収穫体験）における新型コロナ
ウイルス感染症対応ガイドライン

経済産業省

一般社団法人 日本ゴルフ場経営者協会
新型コロナウイルス感染症対策ガイドライ
ン

公益社団法人 日本パブリックゴルフ協会

公益社団法人 全日本ゴルフ練習場連盟
新型コロナウイルス感染症対策ガイドライ
ン

公益社団法人 日本テニス事業協会
新型コロナウイルス感染症対策 ガイドライ
ン

一般社団法人 日本アミューズメント産業協会
ゲームセンターにおける新型コロナウイル
ス感染拡大予防ガイドライン

https://npb.jp/news/detail/20200918_02.html
https://www.jbc.or.jp/
https://www.jbc.or.jp/
http://sumo.or.jp/Watching/guide/Jul/room/600/
https://www.bleague.jp/news_detail/id=85395
https://xleague.jp/news/13072
https://www.vleague.jp/covid19/restart.html
https://www.nca.or.jp/archive/2020/20200915130429.html
http://www.golf-ngk.or.jp/news/2020/corona/golfcoronaguideline.pdf
http://www.pgs.or.jp/data/CT_20200514105508_efe4fec0-db18-4ba8-a81f-915f6cc880e5.pdf
https://www.jgra.or.jp/wp1902/wp-content/uploads/2020/05/JGRA2020å¹´5æœ‹14æŠ¥ã‡¬ã‡¤ã…›ã…©ã‡¤ã…³æﬂ¹è¨‡ç›‹-ç¬¬ä¸›ç›‹-1.pdf
https://www.jtia-tennis.com/2020_05_14_tennis_guideline.pdf
https://jaia.jp/%e3%81%8a%e7%9f%a5%e3%82%89%e3%81%9b/%e3%82%b2%e3%83%bc%e3%83%a0%e3%82%bb%e3%83%b3%e3%82%bf%e3%83%bc%e3%81%ab%e3%81%8a%e3%81%91%e3%82%8b%e6%96%b0%e5%9e%8b%e3%82%b3%e3%83%ad%e3%83%8a%e3%82%a6%e3%82%a4%e3%83%ab%e3%82%b9%e6%84%9f%e6%9f%93/


４．体育館、水泳場、ボーリング場、運動施設、遊技場③

8

担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

経済産業省

公益社団法人日本ボウリング場協会
新型コロナウイルス感染症対策 (公社)日
本ボウリング場協会ガイドライン

一般社団法人日本レジャーダイビング協会

新型コロナウイルス感染症対策 ダイビン
グ事業者向けガイドライン

スクーバダイビング事業協同組合

東日本遊園地協会

遊園地・テーマパークにおける新型コロナ
ウイルス感染拡大予防ガイドライン

西日本遊園地協会 等

一般社団法人日本スイミングクラブ協会
スイミングクラブにおける新型コロナウイ
ルス感染拡大予防のためのガイドライン

一般社団法人日本フィットネス産業協会
FIAフィットネス関連施設における新型コロ
ナウイルス感染拡大対応ガイドライン

警察庁

一般社団法人全日本指定射撃場協会
射撃場における新型コロナウイルス感染
症拡大予防ガイドライン

全国麻雀業組合総連合会
マージャン店営業等における新型コロナ
ウイルス感染症の拡大予防ガイドライン

パチンコ・パチスロ産業21世紀会
パチンコ・パチスロ店営業における新型コ
ロナウイルス感染症の拡大予防ガイドライ
ン

国土交通省

アクティビティツアー連絡会
アクティビティツアー向け新型コロナウイ
ルス対策ガイドライン

体験教室連絡会
体験教室向け新型コロナウイルス対策ガ
イドライン

https://bowling.or.jp/
https://diving.or.jp/
http://www.sd-kumiai.org/
https://www.e-yuenchi.com/pdf/amusement_park_guideline.pdf
https://www.nagashima-onsen.co.jp/spaland/wp-content/uploads/sites/7/2020/05/COVID-19_guideline.pdf
http://www.sc-net.or.jp/
https://www.fia.or.jp/public/19525/
http://shajoukyo.ciao.jp/
https://www.zenjanren.com/
http://www.zennichiyuren.or.jp/
https://www.touractivity.org/
https://www.touractivity.org/


５．博物館、美術館、図書館

9

担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

文部科学省

公益財団法人日本博物館協会
博物館における新型コロナウイルス感染拡
大予防ガイドライン

公益社団法人日本図書館協会
図書館における新型コロナウイルス感染拡
大予防ガイドライン

公益社団法人全国学校図書館協議会
新型コロナウイルス感染症拡大防止対策
下における学校図書館の活動ガイドライン

公益社団法人日本動物園水族館協会
動物園・水族館における新型コロナウイル
ス感染対策ガイドライン

https://www.j-muse.or.jp/02program/pdf/200918setgaid2.pdf
http://www.jla.or.jp/home/news_list/tabid/83/Default.aspx?itemid=5320
https://www.j-sla.or.jp/pdfs/sla-guideline20200619.pdf
https://www.jaza.jp/storage/jaza-news/DfxKZa9TgIFHWmSLblMjNDKzuxjwbxNwJWroui51.pdf


６．遊興施設①

10

担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

経済産業省

公益社団法人全国競輪施行者協議会

競輪・オートレースにおける新型コロナ
ウイルス感染症感染拡大予防ガイドラ
イン

全国小型自動車競走施行者協議会

公益財団法人 ＪＫＡ

一般財団法人東日本小型自動車競走会

一般財団法人西日本小型自動車競走会

一般社団法人日本競輪選手会

一般社団法人全日本オートレース選手会

一般社団法人全国場外車券売場設置者協議
会

警察庁

一般社団法人ナイトクラブエンターテイメント
協会

特定遊興飲食店（ナイトクラブ におけ
る新型コロナウイルス感染拡大予防ガ
イドライン

西日本クラブ協会

ミュージックバー協会

http://www.zenrin.or.jp/
https://www.keirin-autorace.or.jp/NEWS/20200529.html
http://keirin-jpcu.org/news.php?@DB_ID@=992
http://nce.or.jp/
https://wca-official.com/
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６．遊興施設②

担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

農林水産省 地方競馬全国協会
競馬における新型コロナウイルス感染拡大
予防ガイドライン

国土交通省 ボートレースコロナ対策決定本部
モーターボート競走における新型コロナウイ
ルス感染症
感染拡大予防ガイドライン

経済産業省
文部科学省

一般社団法人日本カラオケボックス協会連合会

カラオケボックス等の歌唱を伴う飲食の場
における
新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライ
ン

一般社団法人 カラオケ使用者連盟

一般社団法人全国カラオケ事業者協会

厚生労働省

一般社団法人 ライブハウスコミッション

ライブハウスにおける 新型コロナウイルス
感染拡大予防ガイドライン

NPO法人 日本ライブハウス協会

日本音楽会場協会

日本ライブレストラン協会
ライブレストランにおける新型コロナウイル
ス感染拡大予防ガイドライン

全国社交飲食業生活衛生同業組合連合会
社交飲食業における新型コロナウイルス感
染拡大予防ガイドライン

https://www.keiba.go.jp/topics/2020/11/1810001414039.html
https://www.motorboatracing-association.jp/
http://www.jkba.or.jp/uploads/news/a2e082c81b7de927a865d1d5048c8ba7.pdf
https://www.kua.or.jp/pdf/guideline.pdf
http://www.karaoke.or.jp/img/guideline.pdf
http://lhc.tokyo/
http://j-livehouse.org/guideline/
https://www.japan-mva.com/
https://www.live-restaurant.com/%E6%A6%82%E8%A6%81
https://zensyaren.net/
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７．自動車教習所、学習塾等

担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

経済産業省

公益社団法人 全国学習塾協会 新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン

一般社団法人 全国外国語教育振興協会
民間外国語教育事業者における新型コロナ
ウイルス感染症対策ガイドライン

一般社団法人 全日本ピアノ指導者協会 ピアノ教室向け感染症対策ガイドライン

警察庁

全日本指定自動車教習所協会連合会
指定自動車教習所における新型コロナウイ
ルス感染症の感染防止のためのガイドライ
ン

全国届出自動車教習所協会
〔全自教〕感染症予防ガイドライン（新型コロ
ナウイルス感染症）

文部科学省 特定非営利活動法人 全国検定振興機構
民間検定試験等の実施における新型コロナ
ウイルス感染症対策ガイドライン

出入国管理庁
文化庁

(一財）日本語教育振興協会

日本語教育機関における新型コロナ感染症
対策 ガイドライン

(一社）全国日本語学校連合会

(一社)日本語学校ネットワーク

全国専門学校日本語教育協会

(一社)全国各種学校日本語教育協会

（一社）全日本学校法人日本語教育協議
会

環境省 公益社団法人 日本アロマ環境協会
新型コロナウイルス感染防止ガイドライン＜
スクール編＞

https://jja.or.jp/info/20200817/
https://zengaikyo.jp/zgkinfo/inf-2476/
http://www.piano.or.jp/info/news/2020/05/31_26095.html
http://www.zensiren.or.jp/
http://www.zenjikyo.com/
https://www.zenken.or.jp/%E7%AC%AC%E4%B8%89%E8%80%85%E8%A9%95%E4%BE%A1/1604.html
https://www.nisshinkyo.org/
http://www.jalsa.jp/
https://www.nihongonetwork.com/
http://na-cje.jp/
http://npjs.sakura.ne.jp/
http://zengakunikkyo.org/
https://www.aromakankyo.or.jp/aeaj-news/detail.php?id=1406
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８．医療サービス等

厚生労働省

一般社団法人 日本総合健診医学会

健康診断実施時における新型コロナウイルス
感染症対策について

公益社団法人 日本人間ドック学会

公益財団法人 結核予防会

公益社団法人 全国労働衛生団体連合会

公益財団法人 日本対がん協会

公益社団法人 全日本病院協会

一般社団法人 日本病院会

公益財団法人 予防医学事業中央会

公益社団法人 日本医師会
新型コロナウイルス感染症対策 医療機関向け
ガイドライン

公益社団法人 日本歯科医師会 新たな感染症を踏まえた歯科診療ガイドライン

（公社）日本柔道整復師会

新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン

（一社）日本柔道整復接骨医学会

（公社）全日本鍼灸マッサージ師会 新型コロナウィルス感染防止対応ガイドライン

全国柔整鍼灸協同組合 新型コロナウィルス対応ガイドライン

https://jhep.jp/jhep/sisetu/covid_19.jsp#coronavirus6
https://www.ningen-dock.jp/covid19_dock
https://www.jatahq.org/
http://www.zeneiren.or.jp/
https://www.jcancer.jp/about_cancer_and_checkup
https://www.ajha.or.jp/hms/medicalcheckup/
https://www.hospital.or.jp/docu/index.html
http://www.yobouigaku-chuo.or.jp/
http://www.med.or.jp/doctor/kansen/novel_corona/009500.html
https://www.jda.or.jp/dentist/anshin-mark/
https://www.shadan-nissei.or.jp/
https://www.shadan-nissei.or.jp/
https://www.zensin.or.jp/
https://www.zenjukyo.gr.jp/news/covid-19_guideline/


９．インフラ運営等①
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

国土交通省

一般社団法人建設電気技術協会
建設電気技術関係の建設現場における新型コ
ロナウイルス感染予防対策ガイドライン

公益社団法人日本下水道管路管理業協会
下水道管路管理業務における新型コロナウイ
ルス感染症対策ガイドライン

一般社団法人日本下水道施設管理業協会
下水道施設運転管理業務における新型コロナ
ウイルス感染予防対策ガイドライン

東日本高速道路株式会社 新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン

中日本高速道路株式会社
中日本高速道路（株）における新型コロナウイ
ルス感染予防対策ガイドライン

西日本高速道路株式会社 新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン

首都高速道路株式会社 新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン

阪神高速道路株式会社
阪神高速道路㈱新型コロナウイルス感染予防
対策ガイドライン

本州四国連絡高速道路株式会社 新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン

一般社団法人全国建設業協会
地域建設業における建設現場の新型コロナウ
イルス感染症対策の実践

一般社団法人日本建設業連合会
建設業における新型コロナウイルス感染症に
係る事業者・技能労働者支援制度の手引き

一般社団法人マンション計画修繕施工協会
マンション計画修繕工事における新型コロナウ
イルス対策ガイドライン

一般社団法人住宅生産団体連合会 住宅業界における感染予防ガイドライン

http://kendenkyo.or.jp/pdf/kendenkyo_guidelines.pdf
https://jascoma.com/index.html
https://www.gesui-kanrikyo.or.jp/contents/01-01news.html
https://www.e-nexco.co.jp/
https://www.c-nexco.co.jp/topics/1121.html
https://www.w-nexco.co.jp/
https://www.shutoko.jp/inquiry/prevention/
https://www.hanshin-exp.co.jp/company/
https://www.jb-honshi.co.jp/
http://www.zenken-net.or.jp/
https://www.nikkenren.com/
http://www.mks-as.net/
https://www.judanren.or.jp/activity/demand-proposal/pdf/covid_guideline_20200716.pdf


９．インフラ運営等②
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

国土交通省

一般社団法人 日本埋立浚渫協会

港湾空港建設事業の新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大予防ガイドラ
イン

一般社団法人 日本海上起重技術協会

一般社団法人 日本潜水協会ｋ

日本港湾空港建設協会連合会

全国浚渫業協会

公益社団法人 日本港湾協会
クルーズ船が寄港する旅客ターミナ
ル等における感染拡大予防ガイドラ
イン

経済産業省

一般社団法人全国ＬＰガス協会
ＬＰガス販売事業者等における新型
コロナウイルス感染予防対策ガイド
ラインについて

全国石油商業組合連合会
ガソリンスタンドにおける新型コロナ
ウイルス感染予防対策ガイドライン

総務省 一般社団法人 電気通信事業者協会
電気通信事業分野における新型コロ
ナウイルス感染症対策ガイドライン

厚生労働省 一般社団法人日本水道運営管理協会
水道運営管理業務における新型コロ
ナウイルス感染症対策ガイドライン

https://www.umeshunkyo.or.jp/
http://www.kaigikyo.jp/
http://www.sensui.or.jp/
http://www.nikkoren.com/
https://www.zen-shun.com/
https://www.phaj.or.jp/guideline/index.html
https://www.japanlpg.or.jp/info/data/20200514.pdf
http://www.zensekiren.or.jp/20200414
https://www.tca.or.jp/
http://www.suikankyou.jp/2020%e5%b9%b4/1191.html


１０．飲食料品供給①
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農林水産省

一般財団法人食品産業センター
食品製造業における新型コロナウイルス感染
症感染拡大予防ガイドライン

公益社団法人中央畜産会
畜産事業者における新型コロナウイルス感染
防止、感染者が発生した時の対応及び事業
継続に関する基本的なガイドライン

公益社団法人大日本農会
農業関係者における新型コロナウイルス感染
者が発生した時の対応及び事業継続に関す
る基本的なガイドライン

一般社団法人日本林業協会
新型コロナウイルス感染症拡大防止等に向け
た基本的ガイドラインについて

全国漁業協同組合連合会 漁業者に新型コロナウイルス感染者が発生し
たときの対応及び事業継続に関する基本的な
ガイドライン

一般社団法人大日本水産会

https://www.shokusan.or.jp/news/3694/
http://jlia.lin.gr.jp/archives/3305
http://www.dainihon-noukai.jp/news01/2717/
http://www.j-forestry.or.jp/publics/index/73/
https://www.zengyoren.or.jp/information/detail.php?type=press&id=152
https://suisankai.or.jp/news/%e3%80%8c%e6%bc%81%e6%a5%ad%e8%80%85%e3%81%ab%e6%96%b0%e5%9e%8b%e3%82%b3%e3%83%ad%e3%83%8a%e3%82%a6%e3%82%a4%e3%83%ab%e3%82%b9%e6%84%9f%e6%9f%93%e8%80%85%e3%81%8c%e7%99%ba%e7%94%9f%e3%81%97%e3%81%9f/


１０．飲食料品供給②
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担当省庁名 担当省庁名 担当省庁名

農林水産省

全国中央卸売市場協会

卸売市場における新型コロナウイル
ス感染症感染拡大予防ガイドライン

全国公設地方卸売市場協議会

全国第3セクター市場連絡協議会

一般社団法人全国中央市場青果卸売協会

一般社団法人全国青果卸売市場協会

全国青果卸売協同組合連合会

公益社団法人日本食肉市場卸売協会

東京食肉市場卸商協同組合

一般社団法人日本花き卸売市場協会

一般社団法人全国花卸協会

一般社団法人全国水産卸協会

全国魚卸売市場連合会

全国水産物卸組合連合会

一般社団法人日本外食品流通協会

食品卸売業の倉庫等における新型
コロナウイルス感染症感染拡大予防
ガイドライン

全国給食事業協同組合連合会

一般社団法人日本給食品連合会

一般社団法人日本加工食品卸協会
食品卸売業の物流センターにおける
新型コロナウイルス感染症感染拡大
予防ガイドライン

http://www.seika-oroshi.or.jp/
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu
http://www.gaishokukyo.or.jp/
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu


１１．食堂、レストラン、喫茶店等
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

厚生労働省

一般財団法人 カクテル文化振興会

オーセンティックバーにおける新型コロナウイ
ルス感染拡大予防ガイドライン

一般社団法人 日本バーテンダー協会

一般社団法人 日本ホテルバーメンズ協会

国土交通省

一般社団法人日本旅客船協会

屋形船における新型コロナウイルス感染予
防対策ガイドライン

屋形船東京都協同組合

東京湾屋形船組合

江戸屋形船組合

農林水産省
厚生労働省

一般社団法人全国生活衛生同業組合中央会新型コロナウイルス感染症対策の基本的対
処方針（改正）に基づく外食業の事業継続の
ためのガイドライン一般社団法人日本フードサービス協会

厚生労働省 全国食鳥肉生活衛生同業組合連合会
食鳥肉販売業における新型コロナウイルス
感染症拡大予防ガイドライン

全国氷雪販売業生活衛生同業組合連合会
氷雪販売業における新型コロナウイルス感
染拡大予防ガイドライ

全国食肉生活衛生同業組合連合会
食肉販売業における新型コロナウイルス感
染拡大予防ガイドライン

財務省 酒類業中央団体連絡協議会
酒類業における新型コロナウイルス感染症
感染拡大予防ガイドライン

http://cocktail.or.jp/pdf/covid19_guideline.pdf
http://bartender.or.jp/
https://www.hotel-barmen-hba.or.jp/
https://www.jships.or.jp/
https://www.yakatabune-kumiai.jp/info/corona.html
https://www.edoyakatabune.com/
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu
http://www.jfnet.or.jp/contents/safety/
https://www.zenchoren.jp/
https://www.icenet.or.jp/
http://www.zenniku-seiren.or.jp/
http://ajlma.or.jp/policy/guideline529.pdf


１２．生活必需物資供給
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

経済産業省

大手家電流通協会
家電量販店における新型コロナウイルス感
染予防対策ガイドライン

日本書店商業組合連合会
書店における新型コロナウイルス感染症感
染拡大予防ガイドライン

日本コンパクトディスク・ビデオレンタル商業組
合

レンタル業界における新型コロナウイルス
感染症感染拡大予防ガイドライン

全国商店街振興組合連合会
商店街における感染症防止対策に向けた
基本的な方針

厚生労働省 一般社団法人 日本補聴器販売店協会
補聴器販売店における新型コロナウイルス
感染拡大防止のためのガイドライン

経済産業省
農林水産省

オール日本スーパーマーケット協会

小売業の店舗における新型コロナウイルス
感染症感染拡大予防ガイドライン

一般社団法人全国スーパーマーケット協会

日本小売業協会

一般社団法人日本ショッピングセンター協会

一般社団法人日本スーパーマーケット協会

一般社団法人日本専門店協会

日本チェーンストア協会

日本チェーンドラッグストア協会

一般社団法人日本DIY・ホームセンター協会

一般社団法人日本百貨店協会

一般社団法人日本フランチャイズチェーン協
会

一般社団法人日本ボランタリーチェーン協会

環境省 公益社団法人日本アロマ環境協会
新型コロナウイルス感染防止ガイドライン
＜ショップ編＞

http://www.jced.jp/guideline/1001guideline.pdf
http://www.n-shoten.jp/images/coronavirusguide.pdf
http://www.cdvnet.jp/modules/information/index.php/page96.html
http://www.syoutengai.or.jp/news/topics.cgi
http://www.jhida.org/pdf/guidelines/Guidelines_COVID-19_JHIDA.pdf
http://www.ajs.gr.jp/?mode=whatsnew&page=index&year=2020
http://www.super.or.jp/?p=11151
https://japan-retail.or.jp/
http://www.jsa-net.gr.jp/
http://www.jacds.gr.jp/
https://www.diy.or.jp/news-all/top-news/411-2020-07-31.html
https://www.jfa-fc.or.jp/particle/3110.html
https://www.vca.or.jp/
https://www.aromakankyo.or.jp/aeaj-news/detail.php?id=1406


１３．生活必需サービス
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

経済産業省

一般社団法人 日本エステティック振興協
議会 エステティックサロンにおける新型コロナウ

イルス対応ガイドライン特定非営利活動法人 日本エステティック
機構等

NPO法人日本ネイリスト協会
ネイルサロンにおける新型コロナウイルス
感染症対策ガイドライン

一般社団法人 日本リラクゼーション業協
会

リラクゼーションスペース（店舗）における新
型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ-19）対応
ガイドライン 2.0

厚生労働省

全国理容生活衛生同業組合連合会
理容業における新型コロナウイルス感染拡
大予防ガイドライン

全日本美容業生活衛生同業組合連合会
美容業における新型コロナウイルス感染拡
大予防ガイドライン

全国クリーニング生活衛生同業組合連合
会

クリーニング所における新型コロナウイル
ス感染拡大予防ガイドライン

全国公衆浴場業生活衛生同業組合連合
会

浴場業（公衆浴場）における新型コロナウイ
ルス感染拡大予防ガイドライン

一般社団法人 日本ダストコントロール協
会

ダストコントロール業における新型コロナウ
イルス感染症予防対策ガイドライン

農林水産省

一般財団法人 都市農山漁村交流活性化
機構

ふるさとホームステイ受入地域団体に求め
られる「新型コロナウイルス感染拡大予防」
の取組

一般社団法人 日本ファームステイ協会
農泊施設における新型コロナウイルス対応
ガイドライン

国土交通省 一般社団法人 日本ホテル協会
ホテル業における新型コロナウイルス感染
症感染拡大予防ガイドライン

環境省 公益社団法人 日本アロマ環境協会
新型コロナウイルス感染防⽌ガイドライン
＜サロン編＞

厚生労働省
国土交通省

全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会

宿泊施設における新型コロナウイルス対応
ガイドライン

一般社団法人 日本旅館協会

一般社団法人 全日本シティホテル連盟

http://esthe-npo.lekumo.biz/blog/2020/05/ver30-88c4.html
http://esthe-npo.lekumo.biz/blog/2020/05/ver30-88c4.html
https://www.nail.or.jp/information/coronavirus/guideline/index.html
http://www.relaxation-net.jp/information/news/7573
http://www.riyo.or.jp/wp-content/uploads/2020/05/ilovepdf_merged.pdf
http://www.biyo.or.jp/news/guildline.html
https://www.zenkuren.or.jp/news/4831
http://www.1010.or.jp/zenyoku/img/zenyoku_guideline.pdf
http://www.dust-control.or.jp/data/file/info/200629.pdf
https://www.kouryu.or.jp/service/kodomo.html
https://jpcsa.org/info/
https://www.j-hotel.or.jp/association/pressroom/association/66801
https://www.aromakankyo.or.jp/aeaj-news/detail.php?id=1406
http://www.ryokan.or.jp/top/news/detail/298
https://www.jcha.or.jp/news/203


１４．ごみ処理
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

環境省

一般財団法人 日本環境衛生センター
廃棄物処理業における新型コロナウイルス
対策ガイドライン公益財団法人 日本産業廃棄物処理振興

センター

公益社団法人 全国産業資源循環連合会
産業廃棄物処理業における新型コロナウイ
ルス感染予防対策ガイドライン

https://www.jesc.or.jp/library/tabid/373/Default.aspx
https://www.jwnet.or.jp/info/chousa/index.html
https://www.zensanpairen.or.jp/disposal/standards/


１５．冠婚葬祭
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

経済産業省

公益社団法人日本ブライダル文化振興協会

結婚式場業「新型コロナウイルス感染拡大
防止ガイドライン

一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会

日本バンケット事業協同組合
バンケットレセプタント請負業における新型
コロナウイルス感染拡大防止ガイドライン

一般社団法人日本結婚相手紹介サービス協
議会

新型コロナウイルス感染症拡大防止に向
けた結婚相手紹介サービス業界ガイドラ
イン

全日本葬祭業協同組合連合会

葬儀業「新型コロナウイルス感染拡大防止
ガイドライン

一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会

https://www.bia.or.jp/guidelines/
https://www.zengokyo.or.jp/news/1980/
https://www.j-banquet.com/index.php
http://www.jmic.gr.jp/
https://www.zensoren.or.jp/
https://www.zengokyo.or.jp/news/1988/


１６．メディア
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

総務省

一般社団法人日本民間放送連盟
番組制作における新型コロナウイルス感
染予防対策の留意事項

日本放送協会
日本放送協会新型コロナウイルス感染拡
大防止ガイドライン

一般社団法人衛星放送協会
（衛星放送協会）新型コロナウイルス感染
症対策ガイドライン

一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟
ケーブルテレビ業界向け新型コロナウイ
ルス対策ガイドライン策定

一般社団法人日本コミュニティ放送協会
新しい生活様式におけるコミュニティ放送
事業者のガイドライン

経済産業省

一般社団法人日本映画製作者連盟
映画撮影における新型コロナウイルス感
染予防対策ガイドライン

一般社団法人日本音声製作者連盟
音声制作における新型コロナウイルス感
染症防止ガイドライン

文部科学省
経済産業省

特定非営利活動法人 ジャパン・フィルムコミッ
ション

ロケ撮影支援における新型コロナウイル
ス感染予防対策ガイドライン

https://www.j-ba.or.jp/category/broadcasting/jba103834
https://www.nhk.or.jp/info/otherpress/pdf/2020/20200514.pdf
https://www.eiseihoso.org/
https://www.catv-jcta.jp/topics/detail/1760
https://www.jcba.jp/community/index.html
http://www.eiren.org/
https://onseiren.com/wp/wp-content/uploads/Japa_Guideline-1.pdf
https://www.japanfc.org/wp-content/uploads/2020/06/20200625_1.pdf


１７．個人向けサービス
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

経済産業省

一般社団法人日本自動車販売協会連合会

自動車販売（小売、卸売）業における新型コロナ
ウイルス感染予防対策ガイドライン

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

一般社団法人全国軽自動車協会連合会

日本自動車輸入組合

一般財団法人日本自動車査定協会

一般社団法人日本自動車購入協会

一般社団法人日本オートオークション協議会

全国オートバイ協同組合連合会

一般社団法人中古二輪自動車流通協会

一般社団法人日本二輪車オークション協会

一般社団法人日本ＲＶ協会

協同組合日本写真館協会
写真館の新型コロナウイルス感染症対策ガイドラ
イン

一般社団法人日本コールセンター協会
コールセンターにおける新型コロナウイルス感染
症対策に関する指針

公益社団法人 日本訪問販売協会
ダイレクトセリングにおける新型コロナウイルス感
染症対策ガイドライン

環境省 一般社団法人 全国ペット協会
ペットショップ等における新型コロナウイルス感染
拡⼤予防ガイドライン

http://www.jada.or.jp/wp-content/uploads/0f9dc46083cd36256950c94098a0a555.pdf
https://www.jucda.or.jp/covid-19/guideline/
https://www.zenkeijikyo.or.jp/info-5232
http://www.jaia-jp.org/news/report2005272/
http://www.jaai.or.jp/jaaiimage/pdf/corona200708/corona-annai-200708.pdf
http://www.jpuc.or.jp/cp_news/200526_1700%e3%80%90%e3%82%bb%e3%83%83%e3%83%88%e7%89%88%e3%80%91%e8%87%aa%e5%8b%95%e8%bb%8a%e8%b2%a9%e5%a3%b2%e3%81%ab%e3%81%8a%e3%81%91%e3%82%8b%e6%84%9f%e6%9f%93%e4%ba%88%e9%98%b2%e5%af%be%e7%ad%96/
http://nak-hp.info/
http://www.ajac.gr.jp/news.php?id=88
https://umda.or.jp/post-3333/
http://jaba-au.or.jp/?p=1041
https://www.jrva.com/jrvamembers/
https://www.shashinkan.com/
https://ccaj.or.jp/
http://jdsa.or.jp/covid19guidelines/?%E7%B6%9A%E3%81%8D%E3%82%92%E8%AA%AD%E3%82%80=%E7%B6%9A%E3%81%8D%E3%82%92%E8%AA%AD%E3%82%80
http://zpk.or.jp/news/archives/172


１８．金融
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

金融庁

一般社団法人全国銀行協会
全国銀行協会新型コロナウイルス感染症
対策ガイドライン

日本証券業協会
証券業界における新型コロナウイルス感
染予防対策ガイドライン

一般社団法人 全国信用金庫協会
信用金庫における新型コロナウイルス感
染症対策ガイドライン

一般社団法人 全国信用組合中央協会
全国信用組合中央協会新型コロナウイル
ス感染症対策ガイドライン

一般社団法人 全国労働金庫協会
労働金庫における新型コロナウイルス感
染症対策ガイドライン

一般社団法人 生命保険協会
新型コロナウイルス感染症対策ガイドライ
ン

一般社団法人 損害保険協会
新型コロナウイルス感染症対策に関する
基本方針

日本貸金業協会
日本貸金業協会新型コロナウイルス感染
症対策ガイドライン

経済産業省

一般社団法人日本クレジット協会
クレジット事業者における新型コロナウイ
ルス感染症感染拡大予防ガイドライン

公益社団法人 リース事業協会
リース事業者における新型コロナウイルス
感染予防対策ガイドライン

https://www.zenginkyo.or.jp/news/2020/n051401/
http://www.jsda.or.jp/shinchaku/coronavirus/files/20200514coronagl.pdf
https://www.shinkin.org/news/pdf/20200515guideline.pdf
https://www.shinyokumiai.or.jp/pdf/news20200515.pdf
https://all.rokin.or.jp/important/file/koronaguideline.pdf
https://www.seiho.or.jp/data/billboard/disaster05/pdf/01.pdf
https://www.sonpo.or.jp/news/covid-19/index.html
https://www.j-fsa.or.jp/topics/association/covid19_guideline.php
https://www.j-credit.or.jp/
https://www.leasing.or.jp/docs/guide20200529.pdf


１９．物流、運送①
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

国土交通省

鉄道連絡会（一般社団法人日本民営鉄道協会 ・ JR等）
鉄軌道事業における新型コロナウイルス感染症対策に 関するガ
イドライン（鉄道連絡会）

公益社団法人日本バス協会 バスにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン

貸切バス旅行連絡会

貸切バスにおける新型コロナウイルス対応ガイドライン

公益財団法人 日本バス協会

一般社団法人 日本旅行業協会

一般社団法人 全国旅行業協会

一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会 タクシーにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン

一般社団法人全国個人タクシー協会
個人タクシー事業者における新型コロナウイルス感染予防対策
ガイドライン

公益社団法人全日本トラック協会 トラックにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン

一般社団法人日本自動車リース協会連合会
自動車リース事業者における新型コロナウイルス感染予防対策
ガイドライン

日本内航海運組合総連合会
内航海運業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドラ
イン

一般社団法人日本旅客船協会
旅客船事業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドラ
イン

一般社団法人日本船主協会 新型コロナウイルス（COVID-19）に関するガイダンス

一般社団法人 日本外航客船協会
外航旅客船事業者の新型コロナウイルス感染予防対策ガイドラ
イン

一般社団法人 日本外航客船協会
外航クルーズ船事業者の新型コロナウイルス感染予防対策ガイ
ドライン

日本船舶代理店協会 新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン

外航船舶代理店業協会 新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン

http://www.mintetsu.or.jp/association/news/2020/15261.html
https://safe.menlosecurity.com/docview/viewer/docNBF2CA2932B95e47e5adeb7f7c9ec5f44e88656fe3c7415e044160b1dd624e89d7dad5e6de438
http://www.bus.or.jp/news/index.html
http://www.jata-net.or.jp/virus/
http://www.anta.or.jp/covid-19/
http://www.taxi-japan.or.jp/content/?p=article&c=3111&a=13
http://www.kojin-taxi.or.jp/
http://www.jta.or.jp/info/coronavirus_guideline.html
http://www.jala.or.jp/
http://www.naiko-kaiun.or.jp/
https://www.jships.or.jp/news_detail.php?id=7554
http://www.jsanet.or.jp/covid-19/index.html
http://www.jopa.or.jp/document/covid19-guidelines.pdf
http://www.jopa.or.jp/
https://www.sendaikyo.org/
http://www.jafsa.jp/


１９．物流、運送②
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

国土交通省

定期航空協会
航空分野における新型コロナウイルス感
染予防対策ガイドライン

一般社団法人 全国空港ビル事業者協会

一般社団法人 日本旅行業協会
旅行業における新型コロナウイルス対応ガ
イドライン

一般社団法人 全国旅行業協会

一般社団法人 日本倉庫協会
倉庫業における新型コロナウイルス感染
予防対策ガイドライン

一般社団法人 日本冷蔵倉庫協会
冷蔵倉庫業における新型コロナウイルス
感染予防対策ガイドライン

公益社団法人 全国通運連盟

貨物利用運送事業における新型コロナウ
イルス感染予防対策ガイドライン

一般社団法人 航空貨物運送協会

一般社団法人 国際フレイトフォワーダーズ協会

日本内航運送取扱業海運組合

全国トラックターミナル協会
トラックターミナル事業における新型コロナ
ウイルス感染予防対策ガイドライン

一般社団法人 日本港運協会
港湾運送事業・港湾運送関連事業の新型
コロナウイルス感染症の感染拡大予防ガ
イドライン

（一社）全国レンタカー協会
レンタカー事業における新型コロナウイル
ス感染予防対策ガイドライン

総務省 日本郵便株式会社
郵便・物流事業における新型コロナウイル
ス感染予防対策ガイドライン

http://teikokyo.gr.jp/
http://www.air-terminal.or.jp/
https://www.jata-net.or.jp/virus/
http://www.anta.or.jp/covid-19/
https://www.nissokyo.or.jp/index.php
http://www.jarw.or.jp/
http://www.t-renmei.or.jp/
http://www.jafa.or.jp/
https://www.jiffa.or.jp/
http://www.zentakyo.jp/
http://jhta.or.jp/docs/corona20200518.pdf
http://www.rentacar.or.jp/%e3%83%ac%e3%83%b3%e3%82%bf%e3%82%ab%e3%83%bc%e4%ba%8b%e6%a5%ad%e3%81%ab%e3%81%8a%e3%81%91%e3%82%8b%e6%96%b0%e5%9e%8b%e3%82%b3%e3%83%ad%e3%83%8a%e3%82%a6%e3%82%a4%e3%83%ab%e3%82%b9%e6%84%9f%e6%9f%93-3
https://www.post.japanpost.jp/
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

国土交通省

一般社団法人日本倉庫協会
倉庫業における新型コロナウイルス感染
予防対策ガイドライン

一般社団法人日本冷蔵倉庫協会
冷蔵倉庫業における新型コロナウイルス
感染予防対策ガイドライン

全国トラックターミナル協会
トラックターミナル事業における新型コロ
ナウイルス感染予防対策ガイドライン

一般社団法人 日本港運協会
港湾運送事業・港湾運送関連事業の新
型コロナウイルス感染症の感染拡大予防
ガイドライン

（一社）全国レンタカー協会
レンタカー事業における新型コロナウイル
ス感染予防対策ガイドライン

総務省 日本郵便株式会社
郵便・物流事業における新型コロナウイ
ルス感染予防対策ガイドライン

https://www.nissokyo.or.jp/index.php
http://www.jarw.or.jp/
http://www.zentakyo.jp/
http://jhta.or.jp/docs/corona20200518.pdf
http://www.rentacar.or.jp/%e3%83%ac%e3%83%b3%e3%82%bf%e3%82%ab%e3%83%bc%e4%ba%8b%e6%a5%ad%e3%81%ab%e3%81%8a%e3%81%91%e3%82%8b%e6%96%b0%e5%9e%8b%e3%82%b3%e3%83%ad%e3%83%8a%e3%82%a6%e3%82%a4%e3%83%ab%e3%82%b9%e6%84%9f%e6%9f%93-3
https://www.post.japanpost.jp/


２０．製造業全般
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

国土交通省

一般社団法人 日本造船工業会
造船業における新型コロナウイルス感染症予防対策ガ
イドライン

一般社団法人 日本中小型造船工業会
造船所およびオフィスにおける新型コロナウイルス感
染予防対策ガイドライン

経済産業省

一般社団法人 日本経済団体連合会
製造事業所における新型コロナウイルス感染予防対
策ガイドライン

一般社団法人情報サービス産業協会
情報サービス業における新型コロナウイルス感染予防
対策ガイドライン

https://www.sajn.or.jp/
http://www.cajs.or.jp/01detail.html?id=1451
http://www.keidanren.or.jp/policy/2020/118.html
https://www.jisa.or.jp/


２１．オフィス事務全般
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担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

経済産業省一般社団法人日本経済団体連合会
オフィスにおける新型コロナウイルス感染
予防対策ガイドライン

国土交通省一般社団法人 日本ビルヂング協会連合会
ビル事業における新型コロナウイルス感
染症感染拡大予防ガイドライン

https://www.keidanren.or.jp/policy/2020/040.html
http://www.jboma.or.jp/


２２．企業活動、治安維持

31

担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

警察庁 一般社団法人全国警備業協会
警備業における新型コロナウイルス感染
予防対策ガイドライン

厚生労働省公益社団法人全国ビルメンテナンス協会
ビルメンテナンス業における新型コロナウ
イルス感染拡大予防ガイドライン

http://www.ajssa.or.jp/
https://www.j-bma.or.jp/covid-19-guideline


２３．行政サービス

32

担当省庁名 団 体 名 掲載ガイドライン

法務省 日本公証人連合会
（公証人及び書記等公証役場勤務職員）

新型コロナウイルス感染防止対策ガイドラ
イン

http://www.koshonin.gr.jp/news/nikkoren/20200514.html


その他所管省庁で策定されているガイドライン・手引き等
（2020.10.27時点）

33

文部科学省

高卒認定試験実施のガイドライン

新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営のためのガイドライン

学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学校の新しい生活
様式」～

感染拡大の防止と研究活動の両立に向けたガイドライン（改訂）

大学等における新型コロナウイルス感染症への対応ガイドライン

大規模同人誌即売会

スポーツ庁社会体育施設の再開に向けた感染拡大予防ガイドライン

厚生労働省

妊産婦・乳幼児関係

放課後児童クラブ関係

保育所関係

児童養護施設関係

ひとり親関係

介護現場における感染対策の手引き

国土交通省

建設業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン

不動産業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン（業界団体向け）

文化庁 神社における新型コロナウイルス対応ガイドライン

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shiken/
https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00049.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00029.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00028.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00016.html
https://doujin2020.jp/wp/page-538/
https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop01/list/detail/jsa_00021.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10890.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09871.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09762.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09848.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09853.html
https://a.msip.securewg.jp/https:/www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000181.html
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/sosei_const_tk3_000166.html
http://www.saitama-jinjacho.or.jp/news/20200901095547/17213/


『かがわコロナお知らせシステム』
かがわコロナお知らせシステムとは︖

LINEアプリを活⽤し、利⽤者に訪
問する店舗やイベント等でQRコード
を読み込んでもらうことで、その人の
訪問履歴を蓄積します。
新型コロナウイルス感染者が発生し
た場合、当該感染者が訪問した店
舗・イベント等に同日訪問した人に
対して、感染者との接触の可能性
をお知らせします。

新型コロナウイルスの感染拡⼤を防⽌するため、積極的な利⽤をお願いします。

店舗等事業者

ＱＲコード掲示物

①香川県LINE公式アカウントから
QRコードの発⾏を申請
※感染防⽌対策を講じ、
利⽤規約に同意したうえで申請

②QRコード・掲示物を発⾏

④QRコード読み取り
※店舗、イベント訪問毎に読
み取りが必要

⑦必要に応じて
情報登録

⑥疫学調査

⑧お知らせ
QRコードを読み取った方に
発生状況をお知らせ

まずは、香川県新型
コロナ対策パーソナル
サポートへの友だち登
録をお願いします︕
登録はこちらから

香川県庁問合せ先︓政策部政策課情報通信産業振興室 087-832-3121

システム概要

③QRコード掲示物を印刷・掲示

＜事業者のシステム導入＞

＜利⽤者のＱＲコード読み取り＞

＜接触が疑われる方への通知・情報提供＞

⑤チェックイン完了

詳しくは香川県HPをご確認ください。

かがわコロナお知らせシステム 検索

保健所

利⽤者

感染者発生

利⽤者は、陽性者と接触した可能
性が分かることで、検査の受診など
保健所のサポートを早く受けることが
でき、感染拡⼤の防⽌につながるこ
とが期待されます。

香川県

別添３



①事業者のみなさまへ（店舗やイベント等での利⽤方法）

利用方法

①香川県LINE公式アカ
ウントに友だち登録

②トーク画面下部の『事業
者の方のコロナお知らせシス
テムのQRコード申請はこち
らから』をタップ。

③店舗名称等の質問に回
答していくとQRコードを掲載
した様式が発⾏されます。

④印刷して店舗等に掲示
してください。

②利⽤者のみなさまへ（サービス利⽤方法）

①スマホのカメラ、または
LINEで店舗等にあるQR
コードを読み取り

すでに香川県LINE
公式アカウントと友
だちの場合

まだ香川県LINE
公式アカウントと友
だちではない場合

友だち追加を促す
画面が表示される
ので『追加』します。

②完了

問︓すべての事業所が必ずやらなければならないのですか。
答︓必ずやらなければならないことではありませんが、本システムを⽤いることで、事業所は感染症対策を⾏っていることをお示しすること

ができ、多くの方が安⼼して事業所等を利⽤いただけるようになりますので、ぜひ、ご活⽤ください。
問︓感染者が施設等を利⽤していた場合、利⽤者に施設名や利⽤⽇などの情報が伝わるのですか。
答︓新型コロナウイルス感染症の感染状況等を総合的に勘案した上で、県が感染拡⼤防⽌のために必要であると判断した場合に、

施設名、利⽤日、当該利⽤者が接触した可能性が⾼い旨と相談窓⼝をご案内します。
問︓お客さんの個⼈情報が漏えいすることはないか。どのように情報管理するのか。
答︓登録情報は、県から委託を受けた本システムのサービス提供事業者（以下「サービス提供事業者」という。）が管理するサー

バーに保管されており、県とサービス提供事業者以外が情報を利⽤することはありません。県は、香川県個人情報保護条例等に
基づき情報を適正に取り扱います。

問︓ＱＲ コードを読み込むと、自分の個⼈情報が県に伝わるのですか。
答︓このシステムで県が記録する情報は、LINEユーザを特定するための識別⼦、利⽤者がＱＲコードを読み取った施設やイベントの

名称、読み取り日時だけであり、利⽤者の⽒名、住所、電話番号、メールアドレス等を記録することはありません。LINEメッセー
ジを受け取った利⽤者からの相談においては、感染拡⼤防⽌の観点からお名前や連絡先などお聞きし、状況を確認します。

問︓どのようなメッセージが届くのですか。
答︓新型コロナウイルスの感染が判明した方が、あなたが登録した施設やイベントを利⽤していたことのお知らせと、相談窓⼝のご案

内を記載したメッセージをお送りします。施設名やイベント名等が記載されていますが、施設等への風評被害を防ぐため、SNSな
どに投稿することは絶対に⾏わないでください。（⺠事や刑事上の責任等を問われる可能性もあります。）

Q＆A（抜粋）
（事業者向け）

（利⽤者向け）

（※詳細は香川県のHPでご確認ください）

こちらを
タップ



人との接触を８割減らす、10のポイント
緊急事態宣言の中、誰もが感染するリスク、誰でも感染させるリスクがあります。

新型コロナウイルス感染症から、あなたと身近な人の命を守れるよう、日常生活を見直してみましょう。

１

オンライン帰省

ビデオ通話で
スーパーは１人

または少人数で

すいている時間に

２ ３

公園はすいた時間、
場所を選ぶ

ジョギングは

少人数で

通販で

４ 待てる買い物は
飲み会は

５

オンラインで 定期受診は間隔を調整

６ 診療は遠隔診療

自宅で動画を活用

７
飲食は

８

持ち帰り、

宅配も

通勤は医療・インフラ・

物流など社会機能維持

のために

仕事は在宅勤務９

会話は10
マスクをつけて

３つの密を

避けましょう
１．換気の悪い密閉空間

２．多数が集まる密集場所

３．間近で会話や発声をする密接場面

手洗い・
咳エチケット・

換気や、健康管理

も、同様に重要です。

筋トレやヨガは

別添４



「新しい生活様式」の実践例

（１）一人ひとりの基本的感染対策

移動に関する感染対策

□感染が流行している地域からの移動、感染が流行している地域への移動は控える。
□発症したときのため、誰とどこで会ったかをメモにする。接触確認アプリの活用も。
□地域の感染状況に注意する。

感染防止の３つの基本：①身体的距離の確保、②マスクの着用、③手洗い

□人との間隔は、できるだけ２ｍ（最低１ｍ）空ける。
□会話をする際は、可能な限り真正面を避ける。
□外出時や屋内でも会話をするとき、人との間隔が十分とれない場合は、症状がなくてもマスクを
着用する。ただし、夏場は、熱中症に十分注意する。
□家に帰ったらまず手や顔を洗う。
人混みの多い場所に行った後は、できるだけすぐに着替える、シャワーを浴びる。
□手洗いは30秒程度かけて水と石けんで丁寧に洗う（手指消毒薬の使用も可）。

※ 高齢者や持病のあるような重症化リスクの高い人と会う際には、体調管理をより厳重にする。

（２）日常生活を営む上での基本的生活様式

□まめに手洗い・手指消毒 □咳エチケットの徹底
□こまめに換気（エアコン併用で室温を28℃以下に） □身体的距離の確保
□「３密」の回避（密集、密接、密閉）
□一人ひとりの健康状態に応じた運動や食事、禁煙等、適切な生活習慣の理解・実行
□毎朝の体温測定、健康チェック。発熱又は風邪の症状がある場合はムリせず自宅で療養

娯楽、スポーツ等

□公園はすいた時間、場所を選ぶ
□筋トレやヨガは、十分に人との間隔を
もしくは自宅で動画を活用
□ジョギングは少人数で
□すれ違うときは距離をとるマナー
□予約制を利用してゆったりと
□狭い部屋での長居は無用
□歌や応援は、十分な距離かオンライン

食事

□持ち帰りや出前、デリバリーも
□屋外空間で気持ちよく
□大皿は避けて、料理は個々に
□対面ではなく横並びで座ろう
□料理に集中、おしゃべりは控えめに
□お酌、グラスやお猪口の回し飲みは避けて

買い物

□通販も利用
□１人または少人数ですいた時間に
□電子決済の利用
□計画をたてて素早く済ます
□サンプルなど展示品への接触は控えめに
□レジに並ぶときは、前後にスペース

公共交通機関の利用

□会話は控えめに
□混んでいる時間帯は避けて
□徒歩や自転車利用も併用する

（３）日常生活の各場面別の生活様式

イベント等への参加

□接触確認アプリの活用を
□発熱や風邪の症状がある場合は参加しない

□テレワークやローテーション勤務 □時差通勤でゆったりと □オフィスはひろびろと

□会議はオンライン □対面での打合せは換気とマスク

（４）働き方の新しいスタイル

※ 業種ごとの感染拡大予防ガイドラインは、関係団体が別途作成

別添５



感染リスクが高まる「５つの場面」
場面① 飲酒を伴う懇親会等

● 飲酒の影響で注意力が低下する。また、聴覚が鈍磨し、大きな声になりやすい。

● 特に敷居などで区切られている狭い空間に、

長時間、大人数が滞在すると、感染リスクが
高まる。

● また、回し飲みや箸などの共用は
感染のリスクを高める。

場面② 大人数や長時間におよぶ飲食

● 長時間におよぶ飲食、例えば深夜のはしご酒では、昼間の通常の食事に比べて、

感染リスクが高まる。

● また大人数、例えば５人以上の飲食では、大声になり飛沫が飛びやすくなるため、
感染リスクが高まる。

場面③ マスクなしでの会話 場面④ 狭い空間での共同生活 場面⑤ 居場所の切り替わり

● マスクなしに近距離で会話をすることで、飛沫感染

やマイクロ飛沫感染での感染リスクが高まる。

● マスクなしでの感染例としては、昼カラオケや野外
のバーベキューでの事例が確認されている。

● 狭い空間での共同生活は、長時間にわたり閉鎖空間が

共有されるため、感染リスクが高まる。

● 寮の部屋やトイレなどの共用施設での事例が確認され
ている。

● 仕事での休憩時間に入った時など、居場所が切り

替わると、気の緩みや環境の変化により、感染

リスクが高まることがある。
● 休憩室、喫煙所、更衣室での事例が確認されている。

車やバスで移動する際の車中でも注意が必要。

別添６



「５つの場面」に関する分科会から政府への提言

＜利用者＞

・飲酒をするのであれば、①少人数・短時間で、

②なるべく普段一緒にいる人と、

③深酒・はしご酒などはひかえ、適度な酒量で。

・箸やコップは使い回わさず、一人ひとりで。

・座の配置は斜め向かいに。（正面や真横はなるべく避ける）

（食事の際に、正面や真横に座った場合には感染したが、斜め向かいに座った場合には感染しなかった報告事例あり。）

・会話する時はなるべくマスク着用。（フェイスシールド・マウスシールド※１はマスクに比べ効果が弱いことに留意が必要※２。）

※１ フェイスシールドはもともとマスクと併用し眼からの飛沫感染防止のため、マウスシールドはこれまで一部産業界から使われてきたものである。

※２ 新型コロナウイルス感染防止効果については、今後さらなるエビデンスの蓄積が必要。

・換気が適切になされているなどの工夫をしている、ガイドライン★を遵守したお店で。

・体調が悪い人は参加しない。

＜お店＞

・お店はガイドライン★の遵守を。

（例えば、従業員の体調管理やマスク着用、席ごとのアクリル板の効果的な設置、換気と組み合わせた適切な扇風機の利用などの工夫も。）

・利用者に上記の留意事項の遵守や、

接触確認アプリ（COCOA）のダウンロードを働きかける。

第１２回新型コロナウイルス

感染症対策分科会

★従業員で感染者が出たある飲食店では、ガイドラインを遵守
しており、窓を開けるなど換気もされ、客同士の間隔も一定開け
られていたことから、利用客（100名超）からの感染者は出な
かった。

感染リスクを下げながら会食を楽しむ工夫

【飲酒の場面も含め、全ての場面でこれからも引き続き守ってほしいこと】
・基本はマスク着用や三密回避。室内では換気を良くして。
・集まりは、少人数・短時間にして。
・大声を出さず会話はできるだけ静かに。
・共用施設の清掃・消毒、手洗い・アルコール消毒の徹底を。 3



今後における適切な感染防止対策

目 的 具 体 的 な 取 組 例

発熱者等の施設への
入場防止

・従業員の検温・体調確認を行い、３７．５度以上や体調不良の従業員の出勤を停止

・来訪者の検温・体調確認を行い、３７．５度以上や体調不良の来訪者の入場を制限

３つの「密」
（密閉・密集・密接）の防止

・店舗・施設等利用者の入場制限や一方通行の誘導など行列を作らないための工夫や行列
位置の指定を行うなどして列間隔の確保（約２ｍ間隔の確保）、施設内の十分な間隔の確保

・換気を行う（可能であれば２つの方向の窓を同時に開ける）

・密集する会議の中止（対面による会議を避け、電話会議やビデオ会議を利用）

飛沫感染、接触感染の
防止

・従業員のマスク着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行

・来訪者の入店時等におけるマスク着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行

・他人と共用する物品や手が頻繁に触れる箇所を工夫して最低限にする

・複数の人の手が触れる扉や共用部など、店舗・事務所内の定期的な消毒

・手や口が触れるようなもの（コップ、箸など）は適切に洗浄・消毒

・会話時には距離を確保し、対面時にはパーティションを設置するなどして感染を防止
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飲食事業者の皆様へ
店舗等での感染防止策の確実な実践

◎業種別ガイドライン等の徹底を！
・対人距離の確保（斜め向かいに座るなど）

・パーティションの活用

ご協力をお願いします。

新型コロナウイルス うつらない、うつさない

・会話の際は、マスク・フェイスシールドを着用

・適切な換気

・「かがわコロナお知らせシステム」の積極的導入

別添８



新型コロナウイルス 

うつらない、うつさない 
 

当事業所は、                             
が策定した、感染拡大予防ガイドライン等に

基づき、感染防止対策を実施しています。 
 
○従業員の体調確認を徹底します。 
 
○三つの「密」（密閉･密集･密接）の防止

を徹底します。 
（十分な間隔の確保、換気を行う） 

 
○飛沫感染、接触感染の防止を徹底します。

（マスク着用、手指の消毒の励行） 
その他、以下のような対策を実施します。 

・ 
・ 
・ 
 

御理解と御協力をお願いいたします。 
 

事業所名                 
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催物（イベント等）の開催制限の段階的緩和の当面の方針について 
令和２年９月１５日 

令和２年１１月１７日改正 
 

催物開催の目安 下記の①人数上限及び②収容率要件による人数のいずれか小さい方を限度とする。（当面来年２月末まで） 

 

① 人数上限の目安 

適切な感染防止対策に留意し、開催制限の緩和を適用する場合の条件（「催物（イベント等）の開催にあたっての留意事項について」別添 11）

が担保されている場合 

５，０００人又は収容定員の５０％のいずれか大きい方 

（つまり収容定員が１万人以下の会場は５，０００人、１万人超の会場は収容定員の５０％が上限となる） 

開催制限の緩和を適用する場合の条件が担保されていない場合は、中止も含めて慎重に検討すること 

② 収容率の目安 

 参加者が大声での歓声、声援等を発し、または歌

唱すること等がない催物（※１） 

参加者が大声での歓声、声援等を発し、又は歌唱

すること等が想定されるもの催物 

参加者の位置が固定され、入退場や区域内の適

切な行動確保（※２）ができる催物 
収容定員までの参加人数 

原則として収容定員の５０％までの参加人数 

異なるグループ間又は個人間では座席を一つ 

空けることとしつつ、同一グループ内（５名 

以内）では座席等の間隔を設ける必要はない 

（参加人数は収容定員の５０％を超えることも

ありうる）。 

参加者が自由に移動で

きるものの、入退場や区

域内の適切な行動確保

ができる催物 

収容定員が設定され

ている場合 
収容定員までの参加人数 収容定員の５０％までの参加人数 

収容定員が設定され

ていない場合 

密が発生しない程度の間隔（最低限人と人が接

触しない程度の間隔）を空けること 

十分な人と人との間隔（１ｍ）を空けること 

※１）これまでの当該イベントの出演者等による類似のイベントの開催実績において、参加者が歓声、声援等を発し、又は歌唱する等の実態がみられていないこと

（開催実績がない場合、類似の出演者によるこれまでのイベントに照らし、観客が歓声、声援等を発し、又は歌唱することが見込まれないもの）。 

※２）マスクの着用を含め、個別の参加者に対して感染防止対策（別添 11）の徹底が行われること。また、演者と観客間の距離が適切に保たれている等、感染防止

対策が業種ごとに策定された感染拡大防止ガイドラインに盛り込まれ、それに則った感染防止対策が実施されること。  
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催物の類型ごとの整理 
 

イベントの性質 いずれも適切な感染防止対策を講じ、入退場や区域内の適切な行動確保ができるもの 
全国的又は広域的な

人の移動が見込まれ

るものや参加者の把

握が困難なもの 

座席等 参加者の位置が固定されているもの 参加者が自由に移動できるもの 

参加者の大声での歓

声・声援の想定 

参加者の大声での歓

声・声援等がないこと

を前提としうるもの 

参加者の大声での歓

声・声援等が想定され

るもの 

参加者の大声での歓

声・声援等がないこと

を前提としうるもの 

参加者の大声での歓

声・声援等が想定され

るもの 

イベントの例 

（詳細は次頁を参考に

されたい） 

・クラシック音楽コン

サート、演劇、舞踏、

伝統芸能、芸能・演

芸、講演・式典等 

・飲食を伴うが、発声

がないもの（※１） 

 

・ロック・ポップコン

サート等 

・スポーツイベント、

公営競技、公演、ライ

ブハウス、ナイトク

ラブでのイベント等 

展示会等 地域の祭り・行事等 花火大会、野外フェス

ティバル等 

収容定員 1万人以下 

 

５，０００人以内 

 

５，０００人以内かつ 

収容定員の５０％以内 

（※２） 

 

５，０００人以内 

 

５，０００人以内かつ 

収容定員の５０％以内 引き続き、中止を含め

て慎重に検討すること

（開催する場合には、

入退場や区域内におい

て、十分な人と人との

間隔（１ｍ）を設けるな

ど適切な行動を確保す

ることとし、当該間隔

の維持が困難な場合

は、開催について慎重

に検討すること） 

（※３） 

収容定員１万人超 

 

収容定員の５０％以内 

 

 

収容定員の５０％以内 

 

 

収容定員の５０％以内 

 

収容定員の５０％以内 

収容定員が設定され

ていない場合 
― ― 

密が発生しない程度

の間隔（最低限人と人

が接触しない程度の

間隔）を空けること 

十分な人と人との間

隔（１ｍ）を空けるこ

と 

その他 

（誘客施設等への適用） 

映画館等 遊園地（絶叫系アトラ

クション）等 

美術館、博物館、動植

物園、水族館、遊園地

等 

 

― 



 
 

※１）飲食を伴うが、発声がない場合における感染防止策 

具体的な条件（感染防止策） 

食事時以外のマスク

着用厳守 

・入場時に着用を確認し、必要に応じマスクの配布、販売を実施すること 

・イベント前に飲食時以外のマスク着用徹底を動画上映・アナウンス等で周知すること 

・イベント中の適切な監視体制を構築し、確実なマスク着用を求めること 

・着用状況を踏まえ、必要に応じ一層の周知を図る 

発声が想定される場

合の飲食禁止 

・例えば、映画の場合は、発声が想定される場面（例：上映前後・休憩中のシアター内等）での飲食禁止 

・その他の催物についても、上記の要件に照らし、会話の有無を判断し、会話があり得る場面では飲食禁止を徹底 

十分な換気 ・二酸化炭素濃度 1000ppm 以下かつ二酸化炭素濃度測定機器等で当該基準を遵守していることが確認できること、また

は機械換気設備による換気量が 30㎥/時/人以上に設定されており、かつ、当該換気量が実際に確保されていること 

（野外の場合は確認を要しない） 

連絡先の把握 ・可能な限り事前予約制、あるいは入場時に連絡先の把握 

・接触確認アプリ（COCOA）やかがわコロナお知らせシステム導入に向けた具体的措置の徹底 

※アプリの QR コードを入口に掲示すること等 

食事時間の短縮 ・長時間の飲食が想定されうる場合は、マスクを外す時間をなるべく短くするため、食事時間短縮のための措置を講ず

るよう努めること 

※２）異なるグループ間又は個人間では座席を一つ空けることとしつつ、同一グループ内（５名以内）では座席等の間隔を設ける必要はない（参

加人数は収容定員の５０％を超えることもありうる）。 

※３）「十分な人と人との間隔 （１ｍ）」が設けられ、かつ、「当該間隔の維持」が可能となる場合の感染防止策 

具体的な条件（感染防止策） 

身体的距離の確保 ・移動時の適切な対人距離の確保（誘導人員の配置等） 

・区画あたりの人数制限、ビニールシート等を用いた適切な対人距離の確保 

密集の回避 ・定点カメラ・デジタル技術等による混雑状況のモニタリング・発信 

・誘導人員の配置 

・時差・分散措置を講じた入退場 

飲食制限 ・飲食用に感染防止策を行ったエリア以外での飲食の制限 

・休憩時間中及びイベント前後の食事等による感染防止の徹底 

・過度な飲酒の自粛 

大声を出さないこと

の担保 

・大声を出す者がいた場合、個別に注意等ができるもの 

催物前後の行動管理 ・イベント前後の感染防止の注意喚起 

＊可能な限り、予約システム、デジタル技術等の活用により分散利用を促進 

連絡先の把握 ・可能な限り事前予約制、あるいは入場時に連絡先の把握 

・接触確認アプリ（COCOA）やかがわコロナお知らせシステム導入に向けた具体的措置の徹底 

※アプリの QR コードを入口に掲示すること等 



（参考）各種イベントにおける大声での歓声・声援等がないことを前提としうる／想定されるものの例 

 

大声での歓声・声援等がないことを前提としうるものの例 大声での歓声・声援等が想定されるものの例 

音楽 音楽 

クラシック音楽（交響曲、管弦楽曲、協奏曲、室内楽曲、器楽曲、声楽

曲 等）、歌劇、楽劇、合唱、ジャズ、吹奏楽、民族音楽、歌謡曲等のコ

ンサート 

ロックコンサート、ポップコンサート 等 

演劇等 スポーツイベント 

現代演劇、児童演劇、人形劇、ミュージカル、読み聞かせ、手話パフォ

ーマンス 等 

サッカー、野球、バスケットボール 等 

舞踊 公営競技 

バレエ、現代舞踊、民族舞踊 等 競馬、競輪、競艇 

伝統芸能 公演 

雅楽、能楽、文楽・人形浄瑠璃、歌舞伎、組踊、邦舞 等 キャラクターショー、親子会公演 等 

芸能・演芸 ライブハウス・ナイトクラブ 

講談、落語、浪曲、漫談、漫才、奇術 等 ライブハウス・ナイトクラブにおける各種イベント 

公演・式典 ※遊園地（いわゆる絶叫系のアトラクション）についても同様

の考え方を適用 各種講演会、説明会、ワークショップ、各種教室、行政主催イベント、

タウンミーティング、入学式・卒業式、成人式、入社式 等 

展示会  

各種展示会、商談会、各種ショー 

※映画館、美術館、博物館、動植物園、水族館、遊園地等についても同

様の考え方を適用 

（注）・上記は例示であり、実際のイベントが上のいずれに該当するかについては、大声での歓声・声援等が想定されるか否かを個別具

体的に判断する必要がある。 

・食事を伴うイベントについては、「大声での歓声、声援等がないことを前提としうるもの」には該当しないものとして取り扱うこと

とするが、飲食を伴うがイベント中の発声がないことを前提としうる催物について、別添 10 の※１）が全て担保される場合に限り、

イベント中の飲食を伴っても「大声での歓声、声援等がないことを前提としうるもの」として取り扱うことができることとする。 



催物（イベント等）の開催にあたっての留意事項について 
 

令和２年 ７月１０日 

令和２年 ８月２１日改正 

令和２年 ９月１５日改正 

令和２年１１月１７日改正 

 

香川県新型コロナウイルス対策本部 

 

催物（イベント等）の開催については、別紙「催物（イベント等）の開催制限の段

階的緩和の当面の方針について」のほか、開催の検討に当たって、イベント主催者及

びイベントを開催する施設の管理者は、感染防止の観点から下記の点に留意してくだ

さい。 

また、イベントへの参加者は、イベント主催者及びイベントを開催する施設の管理

者からの下記の点に係る協力依頼等について、御協力をお願いします。 

 

記 

 

・イベントを開催する際には、熱中症等の対策が必要な場合を除き、原則、マスクを

着用することを促すこと。マスクを持参していない者がいた場合は主催者側でマス

クを配布し、着用率１００％を担保すること。また、こまめな消毒や手洗いなど、

「新しい生活様式」に基づく行動を徹底することを促すこと。 

 

・入場時等に検温を実施し、発熱等の症状がある者はイベントの参加を控えてもらう

ようにすること。その際の払い戻し措置等を規定しておくこと。 

 

・イベントを開催する前に、イベント参加者に接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）をイン

ストールすることを促すこと。また、感染拡大防止のためにイベント参加者の連絡

先等の把握を徹底すること。あわせて、ＬＩＮＥアプリ「かがわコロナお知らせシ

ステム」の導入を検討し、イベント参加者に対しシステムの利用を促すこと。 

 

・大声を出す者がいた場合、個別に注意、対応等ができるよう体制を整備すること。

スポーツイベント等では、ラッパ等の鳴り物を禁止し、個別に注意、対応等ができ

るよう体制を整備すること。 

 

・イベントを開催する際には、入退場時、休憩時間や待合場所等を含め、いわゆる三

密（密集、密接 、密閉）の環境を作らないよう徹底すること。休憩時間中及びイベ

ント前後の食事等での感染を防止すること。入場口・トイレ・売店等の密集が回避

できない場合はそのキャパシティに応じ、目安の人数上限等を下回る制限を実施す

ること。 

 

・演者、選手等と観客がイベント前後、休憩時間等に接触しないよう確実な措置を講

じるとともに、接触が防止できないおそれがあるイベントについては開催を見合わ

せること。有症状者は出演・練習を控えること。 
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・イベントを開催する前後には、公共交通機関・飲食店等での密集を回避するために、

交通機関・飲食店等の分散利用を注意喚起するとともに、可能な限り予約システム

等の活用により分散利用を促進すること。 

 

・イベント等におけるクラスターの発生があった場合、主催者は、感染防止対策の徹

底、イベント等の無観客化、中止又は延期等の協力に応じること。 

 

・その他、施設内のこまめな消毒や換気など、感染拡大予防のための業種別ガイドラ

イン等に則した感染防止策を徹底すること。 

 

・大声を伴う可能性のあるイベントでは隣席との身体的距離を確保するほか、演者が

発声する場合には、舞台から観客の間隔を２ｍ確保するとともに、混雑時の身体的

距離を確保した誘導や密にならない程度の間隔を確保すること。 

 

・主催者及び施設管理者が、業種別ガイドラインに従った取組みを行う旨、ＨＰ等で

公表すること。 

 

・全国的な移動を伴うイベント又はイベント参加者が 1,000 人を超えるような大規模

イベントの開催を予定する場合には、県（問い合せ先は下表のとおり）に事前相談

をすること。 

イベント等種別 問い合せ先 電話番号 

コンサート等 香川県 文化芸術局 文化振興課 087-832-3784 

展示会等 香川県 商工労働部 経営支援課 087-832-3339 

プロスポーツ等 香川県 交流推進部 交流推進課 087-832-3055 

その他 香川県 政策部 政策課 087-832-3126 

 



事前相談シート 
相談日 令和  年  月  日（ ） 

イベント主催者 団 体 名                    

        代表者名                    

        住   所                    

        連 絡 先                    

        担当者名                    

１ イベント内容 

イ ベ ン ト 名  

イ ベ ン ト 概 要 
 

 
参加者の歓声・声援等の想定（どちらかに〇） 

有  ・  無 

イベント実施施設 
 
（どちらかに〇） 

屋内・屋外 
 

施設名               収容定員     名 

座席等（どちらかに〇） 
参加者の位置が固定されている・参加者が自由に移動できる 

所在地 
連絡先 

イベント実施日時 
 令和 年  月  日（  ）  時  分 ～  時  分 
～令和 年  月  日（  ）  時  分 ～  時  分 

参 加 人 数 見 込                   人程度 

参 加 地 域 見 込  （全国、関東圏、関西圏、中四国、四国、県内のみ等） 

２ イベント開催にあたっての対応 

留 意 事 項 
実施する 
ものに○ 

○ 「催物（イベント等）の開催制限の段階的緩和の当面の方針について」で示されている人
数上限・収容人数の範囲である。 

 

○ 入場時等に検温を実施し、発熱等の症状がある者はイベントの参加を控えてもらうようにする。  
○ 上記の際の払い戻し措置等を規定している。  
○ イベントを開催する前に、イベント参加者に接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）をインストー
ルすることを促す。 

 

○ イベント参加者の連絡先等の把握を行う。  

○ ＬＩＮＥアプリ「かがわコロナお知らせシステム」の導入を検討し、イベント参加者に対
しシステムの利用を促す。 

 

○ イベントを開催する際には、熱中症等の対策が必要な場合を除き、原則、マスクを着用す
ることを促す。マスクを持参していない者がいた場合は主催者側でマスクを配布し、着用率
１００％を担保すること。また、こまめな消毒や手洗いなど、「新しい生活様式」に基づく
行動を徹底することを促す。 

 

〇 大声を出す者がいた場合、個別に注意、対応等ができるよう体制を整備する。スポーツイベ
ント等では、ラッパ等の鳴り物を禁止し、個別に注意、対応等ができるよう体制を整備する。 

 

○ イベントを開催する際には、入退場時、休憩時間や待合場所等を含め、いわゆる三密（密
集、密接 、密閉）の環境を作らないよう徹底する。休憩時間中及びイベント前後の食事等
での感染を防止すること。入場口・トイレ・売店等の密集が回避できない場合はそのキャパ
シティに応じ、目安の人数上限等を下回る制限を実施する。 

 

〇 演者、選手等と観客がイベント前後、休憩時間等に接触しないよう確実な措置を講じると
ともに、接触が防止できないおそれがあるイベントについては開催を見合わせる。有症状者
は出演・練習を控える。 

 

〇 イベントを開催する前後には、公共交通機関・飲食店等での密集を回避するために、交通
機関・飲食店等の分散利用を注意喚起するとともに、可能な限り予約システム等の活用によ
り分散利用を促進する。 

 

〇 イベント等におけるクラスターの発生があった場合、主催者は、感染防止対策の徹底、イ
ベント等の無観客化、中止又は延期等の協力に応じる。 

 

〇 大声を伴う可能性のあるイベントでは隣席との身体的距離を確保するほか、演者が発声
する場合には、舞台から観客の間隔を２ｍ確保するとともに、混雑時の身体的距離を確保し
た誘導や密にならない程度の間隔を確保する。 

 

〇 主催者及び施設管理者が、業種別ガイドラインに従った取組みを行う旨、ＨＰ等で公表す
る。 

 

○ その他、施設内のこまめな消毒や換気など、感染拡大予防のための業種別ガイドライン等
に則した感染防止策を徹底する。 

 

※ 開催チラシ等、参考になるものがあれば、あわせてお示しください。 
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別紙 

 

（映画館等で、飲食を伴うが、発声がない場合における感染防止策） 

留 意 事 項 
実施する

ものに〇 

食事時以外のマス

ク着用厳守 
・入場時に着用を確認し、必要に応じマスクの配布、販売を実施すること 

・イベント前に飲食時以外のマスク着用徹底を動画上映・アナウンス等

で周知すること 

・イベント中の適切な監視体制を構築し、確実なマスク着用を求めること 

・着用状況を踏まえ、必要に応じ一層の周知を図る 

 

発声が想定される

場合の飲食禁止 
・例えば、映画の場合は、発声が想定される場面（例：上映前後・休憩中

のシアター内等）での飲食禁止 

・その他の催物についても、上記の要件に照らし、会話の有無を判断し、

会話があり得る場面では飲食禁止を徹底 

 

十分な換気 ・二酸化炭素濃度 1000ppm 以下かつ二酸化炭素濃度測定機器等で当該基

準を遵守していることが確認できること、または機械換気設備による

換気量が 30 ㎥/時/人以上に設定されており、かつ、当該換気量が実際

に確保されていること（野外の場合は確認を要しない） 

 

連絡先の把握 ・可能な限り事前予約制、あるいは入場時に連絡先の把握 

・接触確認アプリ（COCOA）やかがわコロナお知らせシステム導入に向け

た具体的措置の徹底 

※アプリの QR コードを入口に掲示すること等 

 

食事時間の短縮 ・長時間の飲食が想定されうる場合は、マスクを外す時間をなるべく短

くするため、食事時間短縮のための措置を講ずるよう努めること 

 

 

（花火大会・野外フェスティバル等で、「十分な人と人との間隔 （１ｍ）」が設けられ、かつ、「当該間隔の

維持」が可能となる場合の感染防止策） 

留 意 事 項 
実施する

ものに〇 

身体的距離の確保 ・移動時の適切な対人距離の確保（誘導人員の配置等） 

・区画あたりの人数制限、ビニールシート等を用いた適切な対人距離の

確保 

 

密集の回避 ・定点カメラ・デジタル技術等による混雑状況のモニタリング・発信 

・誘導人員の配置 

・時差・分散措置を講じた入退場 

 

飲食制限 ・飲食用に感染防止策を行ったエリア以外での飲食の制限 

・休憩時間中及びイベント前後の食事等による感染防止の徹底 

・過度な飲酒の自粛 

 

大声を出さないこ

との担保 

・大声を出す者がいた場合、個別に注意等ができるもの  

催物前後の行動管

理 

・イベント前後の感染防止の注意喚起 

＊可能な限り、予約システム、デジタル技術等の活用により分散利用

を促進 

 

連絡先の把握 ・可能な限り事前予約制、あるいは入場時に連絡先の把握 

・接触確認アプリ（COCOA）やかがわコロナお知らせシステム導入に向け

た具体的措置の徹底 

※アプリの QR コードを入口に掲示すること等 

 

 



 

１ 実施期間の延長や再開時期等について 

  今回の措置に伴い、現在、令和３年１月３１日（日）までの宿泊を対象としている事業の実施 

期間については、延長します。 

再開する時期や内容等については、今後の感染状況などを踏まえて判断します。決定次第、 

 お知らせします。 

   参考資料 （別紙）GoToトラベル事業の取扱い 

 

 

 

２ 問合せ先 
 

「うどん県泊まってかがわ割」の一時停止継続について 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
  
 
 

国の GoTo トラベル事業の一時停止期間が２月７日(日)まで延長されたこ

とを受け、「うどん県泊まってかがわ割」についても、当面の間、事業の一時

停止を継続することとしました。 

【うどん県泊まってかがわ割事務局】 

電話番号：０８７－８２３－５０１１ 

住  所：〒760-0028 高松市鍛冶屋町７－６（JTB高松ビル4階） 

   営業時間：平日10：00～17：00（土日祝、年末年始12/30～1/3は休み） 

   公式ＨＰ：https://www.kagawa-wari.com/ 

資料４ 



学校における対応について 

 

 学校における感染拡大防止の徹底等を図るため、「感染拡大防止対策期」

（１月９日～２９日）の間、下記のとおり対応する。 

 

記 

 

１ 健康観察について 

・ 登校時における検温結果の確認や健康状態の把握に努め、可能であれば、

校舎に入る前に行う。 

・ 児童生徒等本人のみならず、同居の家族に風邪症状が見られ、児童生徒等

本人の出席を見合わせる場合は、欠席とせず、出席停止（学校保健安全法第

１９条）とすることを保護者に周知する。 

 

２ 換気について 

・ 気候上可能な限り、常時換気を行い、常時換気が難しい場合は、３０分に

１回以上数分間程度、窓を全開にし、換気を行う。 

 ・ 学校内での保温・防寒目的の衣服の着用について柔軟に対応する。 

 

３ 部活動について 

（１） 実施の可否について 

 区分 実施の可否 

ア 県内の学校との練習試合・県内大会等への参加 

○ 
イ 

全国または四国ブロックの競技団体、学校体育連

盟、高野連等が主催する大会等への参加 

ウ 県内及び県外での宿泊を伴う活動（上記イを除く） 

× 
エ 

県外での練習試合等への参加、県外からの選手・チ

ーム・指導者等の招へい 



※ ア・イについての留意点 

・ 部活動顧問のみで実施を決定するのではなく、校長が実施計画・大会

要項等を十分に確認した上で判断し、決定する。 

・  本人及び保護者の意思を尊重すること。また、活動の参加の意思を確

認する場合は、一般的に不参加を表明しにくいことを踏まえ、意思表示

がしやすい雰囲気づくりに努める。 

  ・  主催団体が示す感染予防対策ガイドラインや本県が示している通知を

踏まえ、感染予防を徹底した上で参加する。 

・  活動前後における交流会や懇親会等への参加については厳に慎む。 

 

（２） 同じ部活動に所属する生徒が食事する際なども含め、部活動の内外を問

わず、感染のリスクが高い活動については、慎重に検討を行い、感染症対策

を徹底する。 

     

（３） 合唱等を行う場合は、「小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校にお

いて合唱等を行う場面での新型コロナウイルス感染症対策の徹底について

（通知）」（令和２年 12 月 10 日文部科学省初等中等教育局長・文化庁次長

連名通知）を遵守する。 

 



指 標 １月７日現在

（参考）国分科会提言（R2.8.7）

における指標及び目安

ステージⅢ ステージⅣ

①直近１週間の累積新規感染者数
（対人口１０万人）

10万人当たり１０．１人
＜直近１週間(1.1～1.7) ９７人、うち病院・施設の
クラスター関連を除くと４８人（５．０人）＞

１週間１０万人当たり

１５人以上

１週間１０万人当たり

２５人以上

②感染経路不明者数の割合 １７．５％
＜①の９７人のうち感染経路不明は１７人＞

５０％以上

③直近１週間と先週１週間の比較 ２．４
＜先週１週間(12.25～12.31)  ４１人＞

１を超える

④病床のひっ迫具合 （病床全体）
２１．１％

＜入院患者４２人／病床１９９床＞
２０％以上 ５０％以上

〃 （うち重症者用病床）
３．８％

＜重症患者１人／病床２６床＞
２０％以上 ５０％以上

⑤療養者数（対人口１０万人） 10万人当たり１５．３人
＜１４６人［入院４２、宿泊療養等１０４］＞

１０万人当たり

１５人以上

１０万人当たり

２５人以上

⑥直近１週間のＰＣＲ陽性率 ２．８％
＜陽性９７／検査数３４４２＞

１０％以上

香川県の現状

直近１週間の
累積新規感染者数

先週１週間の
累積新規感染者数

１月
累積新規感染者数

(１月７日現在)

１２月
累積新規感染者数

９７人 ４１人 ９７人 １５８人

（パネル）



 

感染拡大防止

対策期 

 



 

 
 

 

 
 
 

 

 
・県内における不要不急の外出
は慎重に 

 
・県外との不要不急の往来につ
いても慎重に 

（直近１週間の人口１０万人
当たり新規感染者数が１５
人以上の地域にあっては、特
に慎重に） 

新型コロナウイルス感染症 

感染拡大防止対策期における対策 

１/９（土）～２９（金） 
 

県民の皆様へのお願い 
 

外出について 
 



 

 
 

 

 
 
 

・緊急事態宣言対象区域との不要不急の

往来は自粛を 

・緊急事態宣言対象区域から参加者の来

県が想定される催物（成人式を含む）

の前後では大人数での会食等を控え

て 

 

・香川県に本社・本店が所在する企業は、

緊急事態宣言対象区域に有する支社・支

店等でのテレワークの徹底を 

新型コロナウイルス感染症 

緊急事態宣言期間中の対策 

１/８（金）～２/７（日） 
 

県民の皆さまへ 
 

事業者の皆さまへ 
 



 

 
 

 

 
 
 

 
 

・お住まいの地域において、地
域外への移動についてどの
ような対応が求められてい
るのか十分確認を 

 

・体調が悪い方や来県前２週間
以内に「５つの場面」に該当
するような行動をとった方
は、本県への帰省や旅行等を
控えて 

緊急事態宣言対象区域から 
来県される方へのお願い 
 

新型コロナウイルス感染症 

緊急事態宣言期間中の対策 

１/８（金）～２/７（日） 
 


